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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第96期 第97期 第98期 第99期 第100期

決算年月
平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月
（2003年12月） （2004年12月） （2005年12月） （2006年12月） （2007年12月）

売上高（百万円） 334,710 286,687 309,979 338,875 343,406

経常利益（百万円） 22,911 30,385 29,296 33,187 28,263

当期純利益（百万円） 20,188 28,421 24,183 21,354 18,776

純資産額（百万円) 87,907 110,971 140,935 158,667 166,206

総資産額（百万円) 229,159 236,251 250,130 249,491 249,401

１株当たり純資産額

（円）
207.90 262.46 314.59 353.21 379.79

１株当たり当期純利益

金額（円）
47.75 67.14 55.49 47.68 42.19

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額

（円）

－ － － － －

自己資本比率（％) 38.4 47.0 56.4 63.4 66.3

自己資本利益率（％） 26.8 28.6 19.2 14.3 11.6

株価収益率（倍） 9.13 7.92 10.27 13.19 12.90

営業活動によるキャッ

シュ・フロー

（百万円）

34,136 31,543 15,219 28,508 20,877

投資活動によるキャッ

シュ・フロー

（百万円）

8,865 △5,443 △4,423 △12,295 △5,000

財務活動によるキャッ

シュ・フロー

（百万円）

△44,615 △32,521 △11,712 △14,070 △17,201

現金及び現金同等物の

期末残高

（百万円）

8,235 1,805 1,084 3,259 2,123

従業員数（人） 7,823 7,618 7,676 7,273 7,213

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第96期 第97期 第98期 第99期 第100期

決算年月
平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月
（2003年12月） （2004年12月） （2005年12月） （2006年12月） （2007年12月）

売上高（百万円） 245,404 277,361 302,142 326,102 320,099

経常利益（百万円） 17,868 27,618 27,364 30,649 25,353

当期純利益（百万円） 17,065 27,502 21,217 19,136 15,797

資本金（百万円） 36,800 36,800 36,800 36,800 36,800

発行済株式総数(株) 423,095,930 423,095,930 448,461,242 448,461,242 448,461,242

純資産額（百万円） 91,368 112,366 136,922 151,637 155,689

総資産額（百万円） 226,208 233,847 239,731 232,661 233,163

１株当たり純資産額

（円）
216.08 265.76 305.63 338.62 357.51

１株当たり配当額

(内１株当たり中間配当

額)（円）

5.00

（　－）

10.00

(4.00)

10.00

(5.00)

10.00

(5.00)

10.00

(5.00)

１株当たり当期純利益

金額（円）
40.35 64.97 48.67 42.73 35.49

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額

（円）

－ － － － －

自己資本比率（％） 40.4 48.1 57.1 65.2 66.8

自己資本利益率（％） 21.0 27.0 17.0 13.3 10.3

株価収益率（倍） 10.81 8.19 11.71 14.72 15.33

配当性向（％） 12.4 15.4 20.5 23.4 28.2

従業員数（人） 6,011 6,015 6,155 5,981 5,945

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【沿革】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、内燃機関用燃料噴射装置および同付属部品の国産化を図る目的を

もってドイツ国ロバート ボッシュ ゲーエムベーハーより特許実施権を取得し、東京自動車工業株式会社（現　い

すゞ自動車株式会社）および三菱重工業株式会社が中心となって当時のエンジンメーカーならびに関係会社等が株

式引受人となり設立されました。その後、今日までの主な変遷は下記のとおりであります。

年月 沿革概要

1939年７月

 

昭和14年７月 資本金６百万円で東京都麹町区（現　千代田区）に「ヂーゼル機器株式会社（現 

ボッシュ株式会社）」設立

1940年５月

 

昭和15年５月 埼玉県比企郡松山町（現　東松山市）に松山工場（現 東松山第一工場（燃料噴射

装置工場））竣工、操業開始

1941年10月

 

昭和16年10月 わが国最初の自動車用６気筒燃料噴射ポンプを完成・生産開始

1951年９月

 

昭和26年９月 米国ベンディックス社と自動車用制動倍力装置に関する技術援助契約締結

1953年１月

 

昭和28年１月 株式を東京証券取引所に上場

1955年８月

 

昭和30年８月 自動車用制動倍力装置の製造部門を分離し、「自動車機器株式会社（旧 ボッシュ

 ブレーキ システム株式会社、現在は当社に吸収合併）」を設立

1958年７月

 

昭和33年７月 カークーラーを発売

1960年９月

 

昭和35年９月 カーヒーターを発売

1961年10月

 

昭和36年10月 株式を大阪証券取引所市場第一部に上場

1963年４月

 

昭和38年４月 本社ビル完成に伴ない東京都渋谷区に本店移転

1965年４月

 

昭和40年４月 埼玉県狭山市に狭山工場（ノズルホルダ工場）を完成

1967年４月

 

昭和42年４月 リヒートエアミックス式カーエアコン生産開始

1970年７月

 

昭和45年７月 埼玉県大里郡江南村（現　江南町）に江南工場（車両用空調機器工場）を完成

1973年12月

 

昭和48年12月 事業目的として「空調機器・油圧機器・電子機器の製造販売修理」を追加

1975年７月

 

昭和50年７月 市販部門を独立させ「ヂーゼル機器販売株式会社（旧 株式会社ゼクセル興産、現

在は当社に吸収合併）」を設立

1976年７月

 

昭和51年７月 ロバートボッシュゲーエムベーハーと分配型燃料噴射ポンプ（ＶＥ型）に関する

技術援助契約締結

1977年２月

 

昭和52年２月 ロバートボッシュゲーエムベーハーと空調用ベーンタイプ圧縮機に関する技術援

助契約締結

1982年10月

 

昭和57年10月 埼玉県大里郡寄居町に寄居工場（ノズル工場）を完成

1989年４月

 

平成元年４月 埼玉県大里郡江南町に研修センターを完成

 平成元年４月 米国グリーソン社とトルセン事業買収契約締結

 平成元年６月 米国のディーケーグリーソンインク（現 ＲＢＡＪホールディングインク）とベ

ルギーのディーケーグリーソンエスエー（後の ゼクセルトルセンエスエー）を

取得

1990年７月

 

平成２年７月 株式会社ゼクセルに商号変更

 平成２年７月 群馬県富岡市に富岡工場（電子機器専門工場）を完成

 平成２年９月 東京都豊島区に本店移転

1992年４月

 

平成４年４月 株式会社ゼクセル販売（旧　株式会社ゼクセル興産、現在は当社に吸収合併）より

営業の一部を譲り受け
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年月 沿革概要

 平成４年10月 ロバートボッシュゲーエムベーハーとエアバッグおよびシートベルトテンショ

ナーの開発・製造・販売を事業目的とする合弁会社「アスコ株式会社（旧 ボッ

シュ エレクトロニクス株式会社、現在は当社に吸収合併）」を設立

1993年６月

 

平成５年６月 群馬県新田郡尾島町（現　太田市）に尾島工場（現　太田工場（燃料噴射装置工

場））を完成

 平成５年11月 本社ビル完成に伴ない東京都渋谷区に本店移転

1997年８月

 

平成９年８月 ロバートボッシュゲーエムベーハーが第１位の株主となる。

1998年12月

 

平成10年12月 ロバートボッシュコーポレーションが第１位の株主となる。

1999年４月

 

平成11年４月 ボッシュグループを割当先とした第三者割当による新株式を発行し、ロバート

ボッシュゲーエムベーハーが第１位の株主となり親会社となる。

 平成11年10月 ボッシュ ブレーキ システム株式会社の親会社となる。
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年月 沿革概要

2000年３月

 

平成12年３月 車両用空調機器事業を株式会社玉製作所（現 株式会社ヴァレオサーマルシステ

ムズ）に譲渡

 平成12年７月 株式会社ボッシュ オートモーティブ システムに商号変更

2001年１月

 

平成13年１月 ボッシュ株式会社（現在は当社に吸収合併）よりガソリン噴射、トランスミッ

ション等の事業を譲受

 平成13年１月 市販機能の一部をボッシュ株式会社へ譲渡

 平成13年８月 ロバートボッシュゲーエムベーハーを割当先とした第三者割当増資による新株式

を発行

 平成13年８月 ボッシュ エレクトロニクス株式会社の親会社となる。

 平成13年９月 株式会社ボッシュ リアルエステートジャパンの親会社となる。

2002年１月

 

平成14年１月 株式会社ゼクセルエスイー尾島および株式会社ゼクセル興産を吸収合併

 平成14年７月 ボッシュ ブレーキ システム株式会社およびボッシュ エレクトロニクス株式会

社を吸収合併

2003年８月

 

平成15年８月 トルセン事業ならびに株式会社ゼクセルトルセンおよびゼクセルベルギーホール

ディングエスエイの株式を豊田工機株式会社に譲渡

 平成15年９月 株式会社大阪証券取引所への株式上場を廃止

 平成15年12月 株式会社ゼクセル ヴァレオ クライメート コントロール（現　株式会社ヴァレオ

サーマルシステムズ）の発行済株式総数の10％をヴァレオ・クリマッティゼー

ションに譲渡したため、株式会社ゼクセル ヴァレオ クライメート コントロール

は連結対象子会社から持分法適用関連会社に変更となる。

 平成15年12月 ロバートボッシュインベストメントネーデルランドビーブイが第１位の株主とな

る。

2005年７月

 

平成17年７月  当社を存続会社としてボッシュ株式会社を吸収合併し、同時に商号をボッシュ株

式会社に変更　
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（ボッシュ株式会社）、親会社、子会社10社及び関連会社４社に

より構成されており、主な事業は、自動車部品の製造・販売であります。

　当社グループの事業形態は、主として当社が各自動車部品及びその他の部品の製造・販売・サービスを行い、子会

社がその構成部品を製造し、又販売・サービスの補完的役割を担当しております。一方海外でも、各自動車部品の製

造・販売・サービス活動を行なっております。

　当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

　なお、次の４部門について当社は事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門別によって記載し

ております。

区分 主要製品内容 主要な会社

自動車部

品事業

ディーゼルエンジン用

燃料噴射システム関連

事業

当社、親会社、㈱東京鋳造所、群馬精機㈱、㈱フジアイタック、㈱エフエイニイガタ、

ボッシュオートモーティブタイランドカンパニーリミテッド、㈱斗源精工、その他

国内１社、その他国外１社

（会社総数10社）

乗用車用ブレーキシス

テム関連事業

当社、親会社、㈱テクノス、関東精圧工業㈱、ボッシュオートモーティブタイランド

カンパニーリミテッド

（会社総数５社）

自動車用エレクトロニ

クスおよびパワートレ

イン関連事業

当社、親会社

（会社総数２社）

その他の事業 当社、親会社、㈱東京鋳造所、群馬精機㈱、㈱フジアイタック、クノールブレムゼ商

用車システムジャパン㈱、ボッシュエンジニアリングサービス㈱

自動車部

品事業以

外 （会社総数７社）

関連事業
グループ内の福利厚

生、不動産関連業務他

㈱ボッシュリアルエステートジャパン、ＲＢＡＪホールディングインク

（会社総数２社）

　（注）　前連結会計年度まで連結子会社でありました㈱ボッシュビジネスサービスジャパン及び㈱味彩は、平成19年３

月に清算結了いたしました。
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[事業系統図] 

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

　注３　前連結会計年度まで連結子会社でした㈱ボッシュビジネスサービスジャパン及び㈱味彩は、平成19年３月に清算

　　　　結了しました。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は
出資金
（百万円）

主要な事業の内容

議決権の所
有(又は被所
有)割合
（％）

関係内容

(親会社)      

ロバートボッシュゲーエム

ベーハー

ドイツ連邦共

和国

シュトゥット

ガルト市

百万ＥＵＲ

1,200

自動車機器及び電気電

子機器等の設計、製造

販売

(被所有)

61.3

(61.3)

当社からの自動車部品の供給

当社への自動車部品の供給

技術援助契約の締結

(連結子会社)      

群馬精機㈱
群馬県

　高崎市
499

ディーゼルエンジン用

燃料噴射システム関連

事業

その他

(所有)

100

 

関連する事業の製品の一部を製造し

ている。　

㈱フジアイタック

群馬県

　邑楽郡

　邑楽町

100

ディーゼルエンジン用

燃料噴射システム関連

事業

その他

100
関連する事業の製品の一部を製造し

ている。

㈱エフエイニイガタ

新潟県

　三島郡

　出雲崎町

95

ディーゼルエンジン用

燃料噴射システム関連

事業

100

(100)

関連する事業の製品の一部を製造し

ている。

㈱東京鋳造所
東京都

　渋谷区
100

ディーゼルエンジン用

燃料噴射システム関連

事業

その他

100
関連する事業の製品の一部を製造し

ている。

ＲＢＡＪホールディングインク
アメリカ合衆国

ニューヨーク州

千ＵＳ＄

20
その他 100 アメリカ合衆国内の不動産の管理

㈱ボッシュリアルエステート

ジャパン

東京都

　渋谷区
100 その他 100

不動産の賃貸事業を行なっている。

当社に対し建物を貸与している。

㈱テクノス
長野県

　佐久市
80

乗用車用ブレーキシス

テム関連事業
100

自動車用倍力装置の一部を製造して

いる。

関東精圧工業㈱
埼玉県

　本庄市
36

乗用車用ブレーキシス

テム関連事業
68.9

自動車用倍力装置の一部を製造して

いる。

ボッシュオートモーティブタ

イランドカンパニーリミテッ

ド

タイ王国

ラヨン県

千ＴＨＢ

267,500

ディーゼルエンジン用

燃料噴射システム関連

事業

乗用車用ブレーキシス

テム関連事業

87.9
関連する事業の製品の一部を製造し

ている。
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名称 住所
資本金又は
出資金
（百万円）

主要な事業の内容

議決権の所
有(又は被所
有)割合
（％）

関係内容

(持分法適用関連会社)      

㈱斗源精工

大韓民国

　ソウル

　特別市

億ＫＲＷ

79

ディーゼルエンジン用

燃料噴射システム関連

事業

20.0
関連する事業の製品の一部を製造し

ている。

クノールブレムゼ商用車シス

テムジャパン㈱

東京都

　豊島区
390 その他 20.0

関連する事業の製品を製造・販売し

ている。

　（注）１．主要な事業の内容欄には、事業区分の名称を記載しております。

２．議決権の所有(又は被所有)割合の（　）内は、間接所有(又は被所有)割合で内数であります。

３．特定子会社に該当する関係会社はありません。

４．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している関係会社はありません。

５．当連結会計年度において、前連結会計年度まで連結子会社であった㈱ボッシュビジネスサービスジャパン及

び㈱味彩は、平成19年３月に清算結了いたしましたので、連結子会社から除外いたしました。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成19年12月31日現在

事業の部門等の名称 従業員数（人）

ディーゼルエンジン用燃料噴射システム関連事業 3,423

乗用車用ブレーキシステム関連事業 1,977

自動車用エレクトロニクスおよびパワートレイン関連事業 498

その他 733

全社（共通） 582

合計 7,213

　（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含むほか、常用パートを含んでおります。）であります。

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定の事業部門に区分できない管理部門に所属している

ものであります。

(2）提出会社の状況

 平成19年12月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

5,945 42.3 18.3 6,893,826

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パートを含

んでおります。）であります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3）労働組合の状況

１．各グループ会社の労働組合は、「日本労働組合総連合会ＪＡＭ埼玉」他にそれぞれ加盟し、提出会社の労働組

合は、ボッシュ労働組合連合会と称し、「日本労働組合総連合会ＪＡＭ埼玉」に加盟しております。

２．提出会社の労使関係は、相互信頼を基調として安定しており、平成19年12月31日現在の組合員数は5,003人であ

ります。

３．その他特記事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

 　当連結会計年度におけるわが国経済は、原油や原材料価格の高騰や米国のサブプライムローン問題に端を発した金

融市場の不安定さはありましたものの、輸出や企業の設備投資が堅調に推移したことなどにより、景気は緩やかな回

復傾向を示しました。海外では、米国景気はサブプライムローン問題などにより減速しているものの、アジアでは中国

・インドなどで引き続き景気が拡大し、またヨーロッパでも景気は回復傾向を示しました。

　自動車業界においては、日系自動車メーカーの海外での生産・販売が着実に増大する中、国内の自動車販売は、登録

車が大幅に減少し、また軽自動車も前年を下回りました。一方輸出は、円安などを背景に大幅に増加しましたので、自

動車の国内生産は前年と同程度となりました。また、従来行ってきたプロモーション活動の効果もあり「クリーン

ディーゼル」および「安全なクルマ」への関心も高まっております。

　このような状況の中で、当社グループは「No.1を目指し、顧客のグローバル成長のため、不可欠のパートナーとなる」

というビジョンのもと、お客様に最適なサービスを提供できる体制の整備に努めるとともに、引き続き、環境に優し

く、自動車の安全に寄与する新技術の開発と製品の拡販に注力してまいりました。また、技術の伝承を体系的に行い、

モノづくりを強化する目的で「モノづくり推進室」を創設し、人材の育成に注力してまいりました。さらに“ＢＯＳ

ＣＨ”の知名度やイメージを向上させるためのプロジェクトを立ち上げました。

　経営効率の面では、経営資源の効率化を図るための組織の見直しをはじめ、小集団活動の間接部門への展開などを

行ってまいりました。また、乗用車用ブレーキシステム事業の生産施設の集約化を図るため、むさし工場の増築などに

着手いたしました。

　ＣＳＲ（企業の社会的責任）や内部統制に対する関心が高まる中、前連結会計年度に制定いたしました内部統制シ

ステム構築に関する基本方針に基づき、規程類の見直し、各部門のリスクの洗い出しおよびその対策の検討などによ

り、強固な内部統制システムの構築に向けて、全社を挙げて取り組んでまいりました。また、ＣＳＲにつきましては、良

き企業市民の一員であるとの自覚のもと、森林保全活動や文化・芸術支援活動などの様々な社会貢献活動を行ってま

いりました。

　資本政策としては、経営環境の変化に対応した機動的な政策を遂行するため、約70億円、12,250千株の自己株式の取得

を行いました。

　業績に関しましては、当社グループの売上高は3,434億６百万円（前年同期比1.3％増）となり、利益につきましては、

売上構成の変化や研究開発費の増加などにより、経常利益は282億63百万円（同14.8％減）となり、当期純利益は187億

76百万円（同12.1％減）となりました。

　事業部門ごとの業績は、以下のとおりであります。

 

　①ディーゼルエンジン用燃料噴射システム関連事業

　従来型製品の販売低下はありましたものの、タイでの売上が前年同期に比べてほぼ倍増となりましたので、当事業

の売上高は1,454億83百万円（同4.1％増）となりました。

　②乗用車用ブレーキシステム関連事業

　ＡＢＳなどの輸出の減少により、当事業の売上高は839億47百万円（同1.3％減）となりました。

　③自動車用エレクトロニクスおよびパワートレイン関連事業

　ガソリンエンジン用燃料噴射システムおよびエアバッグシステム向けのコントロールユニットの販売が好調でし

たので、当事業の売上高は646億89百万円（同5.0％増）となりました。

　④その他の事業

　オートモーティブアフターマーケット事業の販売が減少しましたので、当事業の売上高は492億86百万円（同6.0％

減）となりました。

　なお、事業の種類別セグメント情報につきましては記載を省略しているため、事業部門別に記載をしております。ま

た、所在地別セグメント情報につきましては、当連結会計年度における本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメント

の売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略して

おります。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ11億36百万円減

少し、当連結会計年度末には21億23百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、208億77百万円（前年同期比26.8％減）となりました。これは、主に税金等調整前当

期純利益の減少等を反映したものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、50億円（同59.3％減）となりました。これは、主に有形固定資産取得のための支出の

減少によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、172億１百万円（同22.3％増）となりました。これは、主に自己株式の取得によるも

のであります。

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当連結会計年度の生産実績を事業区分ごとに示すと、次のとおりであります。

事業区分
当連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

前年同期比（％）

ディーゼルエンジン用燃料噴射シス

テム関連事業（百万円）
147,668 5.8

乗用車用ブレーキシステム関連事業

（百万円）
84,128 △1.7

自動車用エレクトロニクスおよびパ

ワートレイン関連事業（百万円）
12,722 17.3

その他（百万円） 11,997 △9.8

合計（百万円） 256,516 2.9

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　自動車・その他のメーカーへの納入については、各納入先より生産計画の提示を受け、当社の生産能力、過去の販

売実績、将来の予測等を勘案して生産計画を立て、見込生産を行っております。市販製品についても、見込・受注状

況を参考にして生産計画を立て、見込生産を行っております。従って、この欄に記載すべき該当事項はありません。

(3）販売実績

当連結会計年度の販売実績を事業区分ごとに示すと、次のとおりであります。

事業区分
当連結会計年度

（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

前年同期比（％）

ディーゼルエンジン用燃料噴射シス

テム関連事業（百万円）
145,483 4.1

乗用車用ブレーキシステム関連事業

（百万円）
83,947 △1.3

自動車用エレクトロニクスおよびパ

ワートレイン関連事業（百万円）
64,689 5.0

その他（百万円） 49,286 △6.0

合計（百万円） 343,406 1.3

 　（注）　本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　今後の見通しにつきましては、日本経済は「ねじれ国会」による政治の停滞、サブプライムローン問題の影響、原油や

原材料価格の上昇、食料品や日用品の値上げなどの懸念材料もあり、先行きは不透明な状況にあります。

　当社グループの主要な事業分野である自動車部品業界では、自動車の国内市場が縮小傾向となる中で、日本の自動車

メーカーの海外事業が拡大していくのに伴い、品質、コストを含めたグローバルレベルでの対応に迫られるとともに、環

境、安全、低燃費をテーマとした新製品開発、とりわけ地球温暖化防止対策としてのＣＯ２排出削減に関する技術開発競

争がさらに激化するものと思われます。また、新興成長市場での対応がよりいっそう重要になると思われます。

　このような見通しの中、当社グループは、「価値の創造－価値の共有」というボッシュグループの統一ビジョンのも

と、日本のお客様の国内事業だけでなく海外事業においても重要なビジネスパートナーとして、価値を創造し、共有する

ため、積極的な活動を展開し、さらなる業績の向上を目指してまいります。

　このため、当社グループは次の方針を掲げ、各種活動に取り組んでまいります。

　「市場と製品」に関しましては、お客様との長期的な信頼関係を確立するため、よりきめ細かな対応をするなどの営業

努力をさらに強化するとともに、環境保護、安全性、省燃費などの市場やお客様のニーズを満足させる新製品の開発と玉

成に注力し、受注の獲得に取り組んでまいります。

　「従業員」に関しては、ボッシュグループの中でその存在感をアピールし、グループの牽引役となる人材（財）の確保

と育成を図ってまいります。

　「ビジネスプロセス」に関しましては、全員参加による小集団活動により、品質不具合の未然防止や改善を図り、品質

におけるボッシュグループの製品開発拠点として技術力・製造力・応用力の強化を図ってまいります。

 　「マネージメント」に関しましては、当社固有の生産システムのさらなる浸透を図り、現場力の強化、在庫の削減など

を推進してまいります。また、アジアにおけるネットワークの構築・活用により競争力あるトータルコストを実現して

まいります。さらに、環境対応、リスクマネージメントやコンプライアンスを含む内部統制および情報開示などのＣＳＲ

活動を積極的に推進し、お客様や社会から信頼される企業文化を創造し“ＢＯＳＣＨ”のイメージアップを図り、企業

価値の向上を図ってまいります。

 　また、株主の皆様への利益還元としての剰余金の配当等につきましては、当社は重要政策として位置づけており、業績

動向と中・長期的観点から安定的配当を継続して行うことを基本方針としております。また同時に、企業体質の強化と

今後の事業展開に備え自己資本の充実を図るとともに、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を考慮しながら、

株式の価値の向上を図ってまいります。

　これらの方針に基づき、積極的に粘り強く様々な活動に取り組んでまいります。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性

のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 市場環境の変化

　当社グループの自動車関連事業は、当社グループが得意先に製品を販売している国又は地域の自動車の需要変動の影

響を受けます。従いまして、日本・北米・アジア・欧州における景気の後退は、自動車業界におきましても需要の低下に

つながり、当社グループの財政状態及び業績に影響を与える可能性があります。

(2) 親会社との関係

　ロバート ボッシュ ゲーエムベーハーは、間接保有により当社の議決権の61.3％を保有する親会社であり、主要な製品

の特許実施権を当社に供与しています。

　当社は、「第５　経理状況　関連当事者との取引」にもありますように、同社に製品を納入し、同社から製品、部品を購入

しております。また、同社に短期資金を貸付けております。

　ボッシュグループの事業環境の変化は、当社グループの財政状態及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

(3) 為替相場の変動

　当社グループの事業には海外における製品の生産と販売、部品・原材料の輸入等の取引が含まれております。ボッシュ

グループ内の取引については、各社の売掛金及び買掛金を相殺処理するネッテイングにより短期決済を行っておりま

す。今後の為替相場の変動によっては当社グループの財政状態及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

(4) 災害等による影響

　当社グループは、製造ラインの中断による潜在的なマイナス影響を最小化するため、すべての設備において定期的な点

検を行っております。しかし、予想を越える規模の地震その他の天災により操業に影響するような事象が発生した場合、

当社グループの財政状態及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

(5) 退職給付債務

　当社グループの従業員退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産の期待収益率

に基づいて算出されております。実際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件が変更された場合、その影響は蓄

積され、将来にわたって規則的に認識されるため、一般的には将来期間において認識される費用及び計上される債務に

影響を及ぼします。

(6) 品質

　当社グループは世界的に認められた品質管理基準に従って各種の製品を製造しております。しかし、全ての製品につい

て欠陥が無く、将来においてリコールが発生しないという保証はありません。欠陥の内容によっては多額の費用が発生

し、当社グループの財政状態及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

(7) 研究開発活動

　当社グループは、安全・クリーン・経済性をテーマとする新技術の開発に取り組んでおります。しかしながら、予測を

超えた環境の変化や市場の変化により、市場ニーズに合う新製品を開発できない場合、当社グループの財政状態及び業

績に影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

外国との技術導入契約の概要

契約会社 相手先 国名 契約品目 契約内容 契約期間
対価の支払
又は受取

提出会社

ロバート ボッ

シュ ゲーエム

ベーハー

ドイツ

列型および分配型

ディーゼル燃料噴射

ポンプならびに燃料

噴射電子制御装置

特許実施権の供与

技術情報の提供

自　平成５年11月24日

至　平成20年12月31日

当社売上高

の一定割合

(当社支払)

高圧分配型ディーゼ

ル燃料噴射ポンプ
同上

自　平成８年４月１日

至　平成20年12月31日
同上

コモンレール方式

ディーゼル燃料噴射

ポンプシステム

同上
自　平成11年７月20日

至　平成20年12月31日
同上

第二世代型コモン

レール方式ディーゼ

ル燃料噴射ポンプシ

ステム

同上
自　平成13年９月１日

至　平成20年12月31日
同上

自動車用ＡＢＳ、横

滑り防止装置、制動

倍力装置およびディ

スクブレーキ 

同上
自　平成15年１月１日

至　平成20年12月31日
同上

次世代型自動車用Ａ

ＢＳおよび横滑り防

止装置

同上
自　平成16年１月13日

至　平成24年12月31日
同上

自動車用エアバッグ

およびシートベルト

テンショナー電子制

御装置

同上
自　昭和62年11月12日

至　平成21年６月30日
同上

自動車用トランス

ミッション油圧制御

部品および電子制御

装置

同上
自　平成12年９月７日

至　平成21年６月30日
同上

コモンレール方式

ディーゼル燃料噴射

ポンプシステム用電

子制御装置

同上
自　平成18年１月１日

至　平成27年12月31日
同上

ロバート ボッ

シュエルエル

シー

米国

自動車用真空倍力装

置およびカートリッ

ジマスターシリン

ダー

特許実施権の供与

技術情報の提供

（クロスライセン

ス）

自　平成15年１月１日

至　平成20年12月31日

先方売上高

の一定割合

(当社受取)

ロバート ボッ

シュ ゲーエム

ベーハーおよび

ロバート ボッ

シュエルエル

シー(注)

 

ドイツ

米国

自動車用真空倍力装

置およびマスターシ

リンダー

同上
自　平成17年５月16日

至　平成21年12月31日

なし

(クロスラ

イセンス)

自動車用ディスクブ

レーキ
同上

自　平成18年１月１日

至　平成24年12月31日

当社売上高

の一定割合

(当社支払)

（注）平成19年１月３日にロバートボッシュコーポレーションはロバート ボッシュエルエルシーに社名を変更いた

しました。
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６【研究開発活動】

　当社グループは、ボッシュグループの世界レベルで活動できる技術力を活用して、人々の生活を豊かに発展させること

を目指すとともに、次世代製品の開発から製品技術に至るまで、積極的な研究開発活動を行っております。 

　当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は、39億10百万円であります。 

　当連結会計年度における各事業区分ごとの研究課題及び研究開発費は、次のとおりであります。 

(1)ディーゼルエンジン用燃料噴射システム関連事業

　主に当社及びドイツのボッシュ社が中心となって、研究開発活動を行っております。

　各々、得意分野を分担して効率的に開発を行い、世界中どこでも同じものを供給できる体制をとっております。 

　次期排気ガス規制に対応するために、乗用車及び商用車向けに、さらに高圧なコモンレール・システムの開発を進めて

おります。また、乗用車向けに、欧州で発売された高性能のピエゾ式インジェクターの日本への導入を進めております。

 これからのディーゼルエンジンに欠かせない排気ガスの後処理技術であるディーゼル微粒子除去装置（ＤＰＦ）や選

択還元型ＮＯx触媒（ＳＣＲ）などの開発に注力しており、選択還元型触媒用尿素水噴射装置（ＳＣＲ用ＤＮＯx-1）を

市場に展開しており、引き続き、よりＮＯx還元率を高める次世代向け（ＳＣＲ用ＤＮＯx-2）の開発を進めております。

またジメチルエーテル（ＤＭＥ）などの代替燃料に対応する燃料噴射装置の研究も行っております。

　当事業に係る研究開発費は25億７百万円であります。 

(2)乗用車用ブレーキシステム関連事業

　①シャシー・システム・コントロール部門 

　　シャシー・システム・コントロール部門では以下の開発を行っております。

ａ．ＡＢＳ、ＴＣＳ(Traction Control System)及び横滑り防止装置（ＥＳＣ）の更なる小型、軽量、低コストを目指した

新世代システムの開発

ｂ．車両適用の工数削減を図るため、ＡＢＳ、ＴＣＳと横滑り防止装置（ＥＳＣ）とのモジュラー化及びスケーラブ

ル化の開発

ｃ．ＥＳＣの高機能・長寿命化を図る事による付加価値機能の開発（例：坂道発進補助機能、中高速から低速までの

クルーズコントロールを支援する減速度制御機能、緊急時のブレーキアシスト機能、雨天時のブレーキディスク・ワ

イピング機能等）

ｄ．ＥＳＣをベースに安全性、快適性、機能性の改善を図る下記構成からなるＶＭＭ（Vehicle Motion Management）シ

ステムの開発

　　①ステアリングやダンパー等の他のアクティブ・システムとの統合制御を行うＶＤＭ（Vehicle Dynamic Manageme

nt）システム 

　　②レーダ、超音波センサ、ビデオカメラ等の各種センサやエアーバッグ、シートベルト等のパッシブ・セーフティ・

システムとを組合せた運転手支援システム（ＤＡ:Driver Assistance System）や先進統合安全システム（ＣＡＰＳ

:Combined Active and Passive safety System）

ｅ．ハイブリッドカー等の回生協調ブレーキ機能の開発

ｆ．モーター・サイクル用ＡＢＳの開発

　②アクチュエーション部門 

　　商品力向上のため、ブレーキフィール改善技術を織り込んだマスターシリンダーを鋭意開発中で、２００９年には量

産移行できる見込みです。また、日本国内のハイブリッド車両向け専用の協調回生制御に適用できるアクチュエーショ

ン技術の開発を進めております。

　当事業に係る研究開発費は10億41百万円であります。 

(3)自動車用エレクトロニクスおよびパワートレイン関連事業

　主に当社が中心となり、研究開発活動を行っております。

　当事業に係る研究開発費は、３億62百万円であります。 
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７【財政状態及び経営成績の分析】

　文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されており

ます。この連結財務諸表の作成に当たりまして、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債および収益・費用の報

告金額及び開示に影響を与える見積りを必要とします。経営者はこれらの見積りについて過去の実績等を勘案し合理的

に判断していますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

　当社グループの連結財務諸表で採用する会計方針は、「第５経理の状況　１．連結財務諸表」の「連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項」に記載しておりますが、特に以下の重要な会計方針が連結財務諸表作成における重要な

見積りの判断に大きな影響を及ぼすと考えております。

① 製品保証引当金

　製品のクレーム費用の支出に備えるため、過去の実績を基礎に将来の見込を加味して、翌期以降保証期間内の費用見積

額を計上しております。したがって、実際の製品保証費は見積りと異なる場合があり、将来の業績に影響を及ぼす可能性

があります。

② 退職給付引当金

　当社グループの従業員退職給付費用及び債務は、数理計算上で設定される前提条件に基づいて算出されております。こ

れらの前提条件には、割引率、利息費用、年金資産の期待収益率、死亡率等の多くの見積りが存在します。このため、実際

の結果が前提条件と異なる場合、又は前提条件が変更された場合、その影響は累積され、将来にわたって規則的に認識さ

れるため、一般的には将来の退職給付費用及び債務に影響を及ぼす可能性があります。

③ 繰延税金資産

　当社グループでは、繰延税金資産について、回収可能性が高いと考えられる金額へ減額するために評価性引当金を控除

し、純額を計上しています。評価性引当金は、将来の課税所得およびタックスプランニング等を勘案し算定しており、繰

延税金資産の全部または一部を将来回収できないと判断した場合、当該判断を行った期間に繰延税金資産の調整額を費

用として計上します。また、繰延税金資産の計上金額を上回る繰延税金資産を将来回収できると判断した場合、繰延税金

資産への調整により当該判断を行った期間に利益を増加させることになります。

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析

①財政状態の分析

（資産）

　当連結会計年度末における資産の残高は2,494億１百万円となり、前連結会計年度末に比べ90百万円減少しました。これ

は売上高の増加による売掛金及び棚卸資産の増加があった一方で、自己株式の取得等による短期貸付金の減少、固定資

産の償却が進んだ結果であります。

 (負債)

　当連結会計年度末における負債の残高は831億94百万円となり、前連結会計年度末に比べ76億29百万円減少しました。

これは主に有利子負債削減によるものであります。

 (純資産)

　当連結会計年度末における純資産の残高は1,662億６百万円となり、前連結会計年度末に比べ75億39百万円増加しまし

た。これは、取締役会決議に基づく市場買付等による自己株式取得により70億42百万円が減少した一方、当期純利益によ

る187億76百万円の増加、配当金の支払による44億77百万円の減少の結果、利益剰余金が142億98百万円増加したことに

よるものであります。
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②キャッシュ・フローの分析

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ11億36百万円減少し、21億23百万円となり

ました。

　営業活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度より76億31百万円少なく、208億77百万円の収入を得ており

ます。これは主に税金等調整前当期純利益が43億49百万円減少したことによります。残りは売り上げ増による運転資金

増加等によるものです。

　投資活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度より72億95百万円少なく、50億円の支出となりました。これ

は主に有形固定資産の取得による支出が39億70百万円減少し、66億38百万円となったことによります。

　財務活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度より31億31百万円多く、172億１百万円の支出となりました。

これは主に自己株式の取得による支出70億43百万円があったためです。

③経営成績の分析

　当連結会計年度における売上高は、米国のサブプライム問題に端を発した米国景気の不安定さがありましたものの、欧

州・アジアへの輸出売上が増えたことにより45億31百万円増加し、3,434億６百万円(前年同期比1.3％増)となりました。

これは乗用車用ブレーキ関連事業におきましては、売上高が減少しましたしたものの、ディーゼルエンジン用燃料噴射

システム関連事業、自動車用エレクトロニクスおよびパワートレイン関連事業におきましては売上高が増加したことに

よるものであります。一方、利益面におきましては、営業利益は売上構成の変化や研究開発費の増加などにより、285億85

百万円(同12.4％減)となりました。

　営業外損益は、３億22百万円の損失となりました。これは主に前連結会計年度に対して、国債の購入と貸付金の増加に

より受取利息が１億49百万円増加した一方で、タイにおける為替差損が６億92百万円増加しました。その結果、経常利益

は282億63百万円(同14.8％減)となりました。特別損益においては、固定資産処分損の計上などがありました一方で、製品

保証引当金や環境対策引当金の戻入益がありましたので、５億74百万円の増加となりました。その結果、税金等調整前当

期純利益は292億１百万円(同12.9％減)となり、また、当期純利益は187億76百万円(同12.1％減)となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループは、むさし工場の増築やコモンレールシステムなどディーゼルエンジン用燃料噴射システムの生産設備

の拡充などに総額78億69百万円の設備投資を実施しました。

　ディーゼルエンジン用燃料噴射システム関連事業においては、コモンレールシステムの生産設備等のため、当社東松山

第一工場を中心に30億24百万円の設備投資を実施しました。

　乗用車用ブレーキシステム関連事業においては、生産設備の拡充及び生産の合理化およびサイトコンセプト等のため、

当社むさし工場を中心に33億31百万円の設備投資を実施しました。 

　自動車用エレクトロニクス、トランスミッションおよびガソリン関連事業においては、新規製品立上げ、生産効率化及

び品質向上のため、当社富岡工場を中心に13億43百万円の設備投資を実施しました。

　なお、当連結会計年度において経常的に発生する機械装置を中心として設備更新のための除売却損失683百万円を計上

しております。 

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社
平成19年12月31日現在

事業所名
（所在地）

事業部門別の
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置及
び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
（面積㎡）

その他
(百万円)

合計
（百万円）

東松山第一工場

(埼玉県東松山市)

ディーゼルエ

ンジン用

燃料噴射シス

テム関連事業

ディーゼルエ

ンジン用

燃料噴射装置

等生産設備

4,129 12,183
275

(192,071)
1,211 17,799 2,158

寄居工場

(埼玉県大里郡寄居町)

ディーゼルエ

ンジン用

燃料噴射シス

テム関連事業

ディーゼルエ

ンジン用

燃料噴射装置

等生産設備

1,064 3,450
2,109

(97,052)
35 6,660 435

富岡工場

(群馬県富岡市)

自動車用エレ

クトロニクス

およびパワー

トレイン関連

事業

自動車用エレ

クトロニクス

およびパワー

トレイン等生

産設備

1,545 3,951
1,667

(92,887)
1,079 8,243 496

太田工場

(群馬県太田市)

ディーゼルエ

ンジン用

燃料噴射シス

テム関連事業

ディーゼルエ

ンジン用

燃料噴射装置

等生産設備

2,601 1,739
1,415

(72,881)
50 5,807 419

東松山第二工場

(埼玉県東松山市)

乗用車用ブ

レーキシステ

ム関連事業

その他

ブレーキ倍力

装置等

生産設備

396 1,071
150

(52,300)
100 1,717 505

むさし工場

(埼玉県比企郡滑川町)

乗用車用ブ

レーキシステ

ム関連事業

その他

ブレーキ倍力

装置等

生産設備

2,381 1,903
1,678

(108,802)
797 6,760 383

栃木工場

(栃木県那須塩原市)

乗用車用ブ

レーキシステ

ム関連事業

ＡＢＳ生産設

備
1,536 2,282

1,780

(125,022)
442 6,042 355

女満別テストコース

(北海道網走郡大空町)

乗用車用ブ

レーキシステ

ム関連事業

テストコース 1,204 5,126
346

(308,179)
32 1,588 42

研修センター

(埼玉県大里郡江南町)
その他 福利施設等 350 7

100

(21,282)
26 484 6

EDINET提出書類

ボッシュ株式会社(E01473)

有価証券報告書

 20/107



事業所名
（所在地）

事業部門別の
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置及
び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
（面積㎡）

その他
(百万円)

合計
（百万円）

本社

(東京都渋谷区)
全社統括業務 ── 3,219 34

703

(1,357)
90 4,048 403

志木事務所

(埼玉県新座市)
その他 関連事業等 985 0

217

(3,025)
16 1,219 106

横浜事務所

(神奈川県横浜市都筑区)
その他

研究開発設備

等
1,712 283

2,820

(11,670)
672 5,488 475

(2）国内子会社
平成19年12月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

事業部門別の
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置及
び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
（面積㎡）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

㈱東京鋳

造所

川本工場

(埼玉県深谷市)

ディーゼルエ

ンジン用

燃料噴射シス

テム関連事業

その他

鋳造設備　他 842 143
820

(13,955)
6 1,812 39

群馬工場

(群馬県高崎市)

ディーゼルエ

ンジン用

燃料噴射シス

テム関連事業

その他

鋳造設備　他 204 124
137

(13,225)
11 478 96

群馬精機

㈱

本社工場

(群馬県高崎市)

ディーゼルエ

ンジン用

燃料噴射シス

テム関連事業

ディーゼルエ

ンジン用

燃料噴射装置

等生産設備

409 504
74

(12,926)
22 1,010 173

高山工場

(群馬県吾妻郡

高山村)

ディーゼルエ

ンジン用

燃料噴射シス

テム関連事業

ディーゼルエ

ンジン用

燃料噴射装置

等生産設備

372 148
322

(22,262)
4 847 51

㈱フジア

イタック

本社工場

(群馬県邑楽郡

邑楽町)

ディーゼルエ

ンジン用

燃料噴射シス

テム関連事業

ディーゼルエ

ンジン用

燃料噴射装置

等生産設備

352 354
61

(10,256)
21 789 115

美里工場

(埼玉県児玉郡

美里町)

ディーゼルエ

ンジン用

燃料噴射シス

テム関連事業

ディーゼルエ

ンジン用

燃料噴射装置

等生産設備

265 489
101

(20,551)
13 870 132

関東精圧

工業㈱

本社工場

(埼玉県本庄市)

乗用車用ブ

レーキシステ

ム関連事業

ブレーキ倍力

装置等

生産設備

274 130
113

(21,319)
11 531 48

(3）在外子会社
平成19年12月31日現在

EDINET提出書類

ボッシュ株式会社(E01473)

有価証券報告書

 21/107



会社名
事業所名
（所在地）

事業部門別の
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置及
び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
（面積㎡）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

ボッシュ

オート

モーティ

ブタイラ

ンドカン

パニーリ

ミテッド

本社工場

(タイ王国

ラヨン県)

ディーゼルエ

ンジン用

燃料噴射シス

テム関連事業

及び

乗用車用ブ

レーキシステ

ム関連事業

自動車用部品

生産設備
515 1,468

133

(32,000)
190 2,308 370

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定の合計であります。なお、金額には消費税等は含

まれておりません。

２．現在休止中の主要な設備はありません。

３．提出会社の横浜事務所の建物及び土地は㈱ボッシュリアルエステートジャパン（連結子会社）より賃借し

ております。 

４．上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。

提出会社

事業所名
（所在地）

事業部門別の名称 設備の内容
従業員数
（人）

年間リース料
（百万円）

東松山第一工場

(埼玉県東松山市)

ディーゼルエンジ

ン用燃料噴射シス

テム関連事業

ディーゼルエンジン用燃料噴

射装置等生産設備（機械・金

型）

2,158 277

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資については、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。

　設備投資計画は、原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、計画策定にあたっては、提出会社を中心に調整

を図っております。

　当連結会計年度末現在における重要な設備の新設計画は次のとおりであります。

会社名事業所名 所在地
事業部門の名
称

設備の内容
予算内容
(百万円)

既支払額
（百万円）

資金調達方法 着手 完了

当社東松山第一

工場

埼玉県 

東松山市

 

ディーゼルエン

ジン用

燃料噴射システ

ム関連事業

新型燃料噴射装置生

産設備 
4,690 552 自己資金 平成19年１月 平成22年12月 

 当社栃木工場

栃木県 

那須塩原

市 

乗用車用ブレー

キシステム関連

事業 

ＡＢＳ／ＥＳＣ生産

設備 
5,170 261 自己資金 平成19年１月 平成22年12月 

　（注）１．上記計画完成後の生産能力は、平成19年12月末に比べ、若干増加する予定です。

　　　　２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．上記計画については、平成19年３月29日提出の有価証券報告書における計画をその後に見直しを行いましたの

で、変更後の金額を記載しております。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 600,000,000

計 600,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
(平成19年12月31日)

提出日現在発行数（株）
(平成20年３月27日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 448,461,242 448,461,242
東京証券取引所市場第一

部
－

計 448,461,242  448,461,242 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。 
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成15年12月31日

（注１）
－ 423,095 － 36,800 9 33,805

平成16年４月１日

（注２）
－ 423,095 － 36,800 7 33,812

平成17年７月１日 

（注３）
25,365 448,461 － 36,800 7,819 41,631

（注）１．株式会社ゼクセルライフエアメニティの吸収合併

２．ボッシュアイティジャパン株式会社の吸収合併

３．合併新株式

　　被合併会社　ボッシュ株式会社

　　合併比率　1：1.944

（５）【所有者別状況】

 平成19年12月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数 1,000株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

 外国法人等
個人その他 計

 個人以外 個人

株主数（人）  － 55 41 405 192 4 12,275 12,972 －

所有株式数

（単元）
 － 43,241 3,986 19,393 321,823 30 58,403 446,876 1,585,242

所有株式数の

割合（％）
 － 9.68 0.89 4.32 72.01 0.01 13.07 100.00 －

　（注）１．自己株式12,980,789株は「個人その他」に12,980単元、「単元未満株式の状況」に789株を含めて記載しており

ます。

２．「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が12単元含まれております。
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（６）【大株主の状況】

 平成19年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ロバートボッシュインベスト

メントネーデルランドビーブ

イ

（常任代理人　株式会社みずほ

コーポレート銀行兜町証券決

済業務室） 

 オランダ王国　アムステルダム市

 （東京都中央区日本橋兜町６－７）
174,720 38.96

ロバートボッシュエルエル

シー

（常任代理人　株式会社みず

ほコーポレート銀行兜町証券

決済業務室） 

 アメリカ合衆国　イリノイ州

 （東京都中央区日本橋兜町６－７）
46,021 10.26

ロバートボッシュインターナ

チョナーレベタイリグンゲン

アーゲー

（常任代理人　株式会社みず

ほコーポレート銀行兜町証券

決済業務室）  

 スイス連邦共和国　チューリッヒ市

 （東京都中央区日本橋兜町６－７）
44,988 10.03

 日本トラスティ・サービス

 信託銀行株式会社（信託口）

 東京都中央区晴海１－８－11

 
13,154 2.93

バンクオブニューヨークジー

シーエムクライアントアカウ

ンツイーアイエスジー

（常任代理人　株式会社三菱

東京ＵＦＪ銀行） 

 連合王国　ロンドン市

（東京都中央区丸の内２－７－１） 
8,189 1.82

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口）

 

 東京都港区浜松町２－11－３ 5,521 1.23

資産管理サービス信託銀行 

株式会社（証券投資信託口）

 

 東京都中央区晴海１－８－12 4,214 0.93

日野自動車株式会社  東京都日野市日野台３－１－１ 4,074 0.90

サンヨー食品株式会社  群馬県前橋市朝倉町554－４ 3,470 0.77

チェースマンハッタンバンク

ジーティエスクライアンツア

カウントエスクロウ

（常任代理人　株式会社みず

ほコーポレート銀行兜町証券

決済業務室）  

 連合王国　ロンドン市

 （東京都中央区日本橋兜町６－７）
2,988 0.66

計 － 307,340 68.53

　（注）１．当社は、自己株式12,980千株（2.89％）保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２．ロバートボッシュエルエルシー（常任代理人　株式会社みずほコーポレート銀行兜町証券決済業務室）は、

本事業年度中に主要株主となり、平成19年10月29日に臨時報告書（主要株主の異動）を提出いたしました。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成19年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 13,346,000 － －

完全議決権株式（その他）
普通株式

433,530,000
433,530 －

単元未満株式 普通株式 1,585,242 － －

発行済株式総数 448,461,242 － －

総株主の議決権 － 433,530 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が12,000株（議決権の数12個）含まれてお

ります。

②【自己株式等】

 平成19年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ボッシュ株式会社

（自己株式）

東京都渋谷区渋谷

３－６－７
12,980,000  － 12,980,000 2.9

株式会社太田鉄工

所

神奈川県伊勢原市

石田100
366,000  － 366,000 0.1

計 － 13,346,000  － 13,346,000 3.0

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号による普通株式の取得並びに旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満

　　　　　　　　　株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

 　会社法第155条第３項による普通株式の取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成19年９月25日）での決議状況

（取得期間　平成19年９月26日～平成19年12月13日）
13,500,000 7,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式  － － 

当事業年度における取得自己株式 12,250,000 6,999,728,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 1,250,000 272,000

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 9.3 0.0

当期間における取得自己株式 －  －

提出日現在の未行使割合（％） 9.3 0.0

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 　旧商法第221条第６項及び会社法192条第１項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

株主総会（平成－年－月－日）での決議状況

（取得期間　平成－年－月－日～平成－年－月－日）
  －   －

当事業年度前における取得自己株式   －             －

当事業年度における取得自己株式 75,813 43,578,418

残存授権株式の総数及び価額の総額   －   －

当事業年度の末日現在の未行使割合（％）   －  －

当期間における取得自己株式 4,369 2,075,738

提出日現在の未行使割合（％）  －   －

（注）当期間における取得自己株式には、平成20年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取　

　　　請求による株式数は含めておりません。 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（単元未満株式の売渡請求による売渡）
1,833 1,048,101 866 405,492

保有自己株式数 12,980,789 － 12,984,292 －

 （注）１．当期間における「その他（単元未満株式の売渡請求による売渡）」には、平成20年３月１日から有価証

　　　　　 券報告書提出日までの単元未満株式の売渡請求による株式数は含めておりません。

　　　 ２．当期間における「保有自己株式数」には、平成20年３月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満
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　　　　　 株式の買取請求および単元未満株式の売渡請求による株式数は含めておりません。
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３【配当政策】

　当社は、株主の皆様への利益還元としての配当につきましては重要政策として位置づけており、業績動向と中長期的観点

から安定的配当を継続して行うことを基本方針としております。

　また、同時に、引き続き企業体質の強化と今後の事業展開に備え自己資本の充実を図るとともに、経営環境の変化に対応

した機動的な資本政策も考慮してまいります。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当の決定機

関は、取締役会であります。 

　当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり10円の配当（うち中間配当５円）を実施することを決

定しました。この結果、当事業年度の配当性向は28.2％となりました。

　内部留保資金につきましては、将来にわたる株主利益を確保するため、今後もグローバルでの事業展開を推進し、企業体

質の一層の強化を図るための投資に活用する予定であります。

　当社は、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができる。」旨を定

款に定めております。 

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額(円）

 平成19年７月24日

取締役会決議
2,238 5

平成20年２月15日

取締役会決議 
2,177 5

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第96期 第97期 第98期 第99期 第100期

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月

最高（円） 550 607 664 687 647

最低（円） 168 329 516 491 509

　（注）　最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所市場第一部における株価であります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 647 612 572 599 607 578

最低（円） 597 515 509 548 531 527

　（注）　最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所市場第一部における株価であります。
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５【役員の状況】

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有
株式数
（千株）

取締役社長

[代表取締役]

品質最高責任

者

ＢＰＳ推進最

高責任者

オートモー

ティブアフ

ターマーケッ

ト事業部長

電動工具部門

総括

ステファン・

ストッカー

(Stefan Stocker)

1953年12月25日生

（昭和28年）

1982年６月

(昭和57年)

ロバートボッシュゲーエム

ベーハー入社

1991年５月

(平成３年)

同社Ｋ１事業部副事業部長

平成９年６月 当社常務取締役就任

平成10年６月 当社専務取締役就任

平成12年６月 当社取締役副社長就任

平成14年７月 当社取締役社長就任(代表取

締役)（現任）

平成20年３月

開催の定時株

主総会から１

年間 

25

取締役副社

長

内部統制シス

テム、本社管

理部門、人事

部門、ＣＳＲ

推進部門、情

報システム部

門総括

シャシーシス

テムブレーキ

事業総括、

シャシーシス

テムコント

ロール事業総

括

齊藤　俊雄 昭和22年10月30日生

昭和45年４月 当社入社

平成元年７月 当社海外事業部長

平成11年10月 当社経営企画副本部長

平成12年７月 株式会社ゼクセル空調（現株

式会社ヴァレオサーマルシス

テムズ）執行役員就任

平成13年６月 同社常務執行役員就任

平成15年３月 同社専務取締役就任

平成17年１月 当社常務執行役員就任

平成17年３月 当社専務取締役就任

平成19年７月 当社取締役副社長就任（現

任） 

平成20年３月

開催の定時株

主総会から１

年間

3

取締役副社

長

全社製造総括

ディーゼルシ

ステム事業総

括

ディーゼルシ

ステム事業部

長

織田　秀明 昭和23年11月11日生

昭和46年４月 当社入社

1989年６月

(平成元年)

ディーケーグリーソンエス

エー取締役就任

1996年６月

(平成８年)

ゼクセルトルセンインク取締

役社長就任

平成９年７月 当社ＳＥ燃料噴射事業部生産

技術開発部長

平成12年10月 当社ＦＩ生産企画部門長

平成13年６月 当社執行役員就任

平成14年７月 当社常務執行役員就任

平成17年３月 当社専務取締役就任

平成19年７月 当社取締役副社長就任（現

任） 

平成20年３月

開催の定時株

主総会から１

年間 

10
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有
株式数
（千株）

専務取締役

営業総括

顧客担当総括

顧客営業品質

保証部門総括

乗用車顧客担

当総括　

小松　茂夫 昭和28年４月13日生

昭和53年４月 当社入社

平成７年４月 当社営業本部営業４部長

平成13年11月 株式会社ゼクセルヴァレオク

ライメートコントロール（現

株式会社ヴァレオサーマルシ

ステムズ）執行役員就任

平成15年４月 同社常務執行役員就任

平成17年４月 当社営業総括専務取締役付　

ＭＳ

 2005年７月

（平成17年）

ロバートボッシュコーポレー

ション（現ロバートボッシュ

エルエルシー）　オートモー

ティブ・ボディ＆エレクトロ

ニクス事業部営業部長(ＪＯＥ

Ｍ担当)

平成18年３月 当社専務取締役就任（現任）

平成20年３月

開催の定時株

主総会から１

年間 

3

専務取締役

ＡＳＥＡＮ営

業総括

商用車顧客担

当総括

トランスミッ

ションシステ

ム事業総括

フリードリッヒ

・ワーグナー

(Friedrich 

Wagner) 

1957年１月21日生

（昭和32年）

1985年９月

(昭和60年)

ビー・ブラウン・メルズンゲ

ン・アーゲー入社

1997年９月

(平成９年)

ロバートボッシュゲーエム

ベーハー入社

平成10年８月 ボッシュパッケージングテク

ノロジー株式会社取締役社長

就任

　2003年５月

　(平成15年)

ロバートボッシュコーポレー

ション（現ロバートボッシュ

エルエルシー）　シャシーシ

ステム事業部営業部長

平成16年10月 当社専務執行役員就任

平成17年３月 当社専務取締役就任（現任）

平成20年３月

開催の定時株

主総会から１

年間 

－

専務取締役

ガソリンシス

テム事業総括

オートモー

ティブエレク

トロニクス事

業総括

ガソリンシス

テム事業部長

押澤　秀和 昭和27年８月24日生

昭和54年６月 当社入社

平成11年４月 当社ＳＥ開発部門副部門長

平成12年６月 当社執行役員就任

平成14年７月 当社常務執行役員就任

平成15年３月 当社専務取締役就任（現任）

平成20年３月

開催の定時株

主総会から１

年間 

3
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有
株式数
（千株）

取締役  
ルドルフ・コルム

(Rudolf Colm)

1952年12月３日生

（昭和27年）

1976年10月

(昭和51年)

ピレリエスピーエー入社

1980年１月

(昭和55年)

ＡＥＧテレフンケンエスピー

エー入社

1983年７月

(昭和58年)

ロバートボッシュエスピー

エー部長（部門企画管理・経

理・法務担当）

1997年８月

(平成９年)

ロバートボッシュゲーエム

ベーハー全社セールスマーケ

ティング室長

1999年１月

(平成11年)

ロバートボッシュエスピー

エー副事業部長（広報・アフ

ターマーケット担当）

2004年１月

(平成16年)

ロバートボッシュゲーエム

ベーハー代表取締役常務就任

平成16年３月 当社取締役就任（現任）

 2006年１月

 (平成18年）

ロバートボッシュゲーエム

ベーハー代表取締役専務就任

（現任）

平成20年３月

開催の定時株

主総会から１

年間 

－

常勤監査役  木下　健次 昭和24年３月21日生

昭和56年11月 当社入社

平成９年９月 当社ＳＥ燃料噴射事業部副事

業部長

平成12年６月 当社執行役員就任

平成14年７月 当社常務執行役員就任

平成16年３月 当社パワートレイン事業部付

ＳＧＭ

平成16年６月 当社パワートレイン事業部

ディーゼル開発部門ＳＧＭ

（カスタマープロジェクト担

当）

平成17年３月 当社常勤監査役就任（現任）

平成17年３月

開催の定時株

主総会から４

年間 

2

常勤監査役  杉内　　洋  昭和22年12月18日生

昭和45年４月 当社入社 

平成７年10月 当社経理部長 

平成16年９月 当社執行役員　総務・経理部

門長 

平成17年１月 株式会社ゼクセルヴァレオク

ライメートコントロール（現

株式会社ヴァレオサーマルシ

ステムズ）専務取締役 

平成17年７月 当社執行役員　電子制御機器

事業部事業管理部門長 

平成19年３月 当社常勤監査役就任（現任）

平成19年３月

開催の定時株

主総会から４

年間 

－
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有
株式数
（千株）

監査役  吹野　博志 昭和17年２月４日生

昭和40年４月 日本電子株式会社入社

昭和49年12月 セイコー電子工業株式会社入

社

1986年３月

（昭和61年）

セイコー電子工業ＵＳＡ取締

役社長就任

平成６年９月 デル株式会社代表取締役会長

就任

平成16年５月 株式会社吹野コンサルティン

グ設立

代表取締役社長就任（現任）

平成17年３月 当社監査役就任（現任）

平成17年３月

開催の定時株

主総会から４

年間 

－

監査役   小泉　淑子 昭和18年９月25日生

昭和47年４月 弁護士登録 

昭和55年１月 桝田江尻法律事務所パート

ナー 

平成19年３月 当社監査役就任（現任） 

平成20年１月 西村あさひ法律事務所カウン

セル（現任） 

平成19年３月

開催の定時株

主総会から４

年間 

－

    計  46

　（注）監査役　吹野博志、小泉淑子は、会社法第２条第16号および第335条第３項に定める社外監査役であります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社はグル－プ全体として、長期安定的な企業価値の向上を経営上の最重要課題の一つと位置付け、その実現のため

に、株主やお客様をはじめとしたステークホルダーへの責任を果たすべく、経営の公正性・透明性・迅速性の向上と

経営目標の達成に向けた経営監視機能の強化を図り、コーポレート・ガバナンスの充実に向けて様々な取組みを実施

しております。

（1）企業統治に関する事項

①会社の機関の内容

　当社は監査役会設置会社であり、会計監査人設置会社であります。

　グル－プとしての方針を含めて経営上重要な案件は、定期および臨時に招集される取締役会に付議され、その意思決

定過程におきましては、活発な討議が行われ、十分な審議が尽くされた上で意思決定がなされております。　

　なお，当社の取締役会は、平成19年12月31日現在、７名の取締役で構成されており、取締役の使命と責任をより明　

確にするため、取締役の任期につきましては１年としております。

　また、監査役会は社外監査役２名を含む４名の監査役により構成されております。

②内部統制システムの整備の状況

　内部統制システムに関しては、内部統制基本方針を定め、内部統制システム統括取締役の指揮の下、内部統制推進活

動計画書策定し、社内規程類の整備および法令等の遵守教育に努め、内部統制室が推進役を担って、リスク管理を中心

とした内部統制体制の整備を実施しております。

③リスク管理体制の整備の状況

　内部統制室では、各部門に対し、想定されるリスクの洗い出しと一次評価の実施を指示し、各部門では、改善が必要な

リスクについての対応計画を策定し、その計画に従い是正活動に取り組んでおります。

　コンプライアンス体制につきましては、コンプライアンスの実践のために定めた行動規範を社内に徹底するととも

に、内部通報システムを構築し、コンプライアンス違反行為の早期発見、早期是正を行う体制を整備しております。

　また、重要な法務課題およびコンプライアンスに関する案件については、法務室ならびにコンプライアンスグループ

が必要な検討を行うとともに，顧問弁護士に法的アドバイスを受ける体制をとっております。これにより、重大な企

業リスクの発生時に的確かつ迅速に対応するとともに、違法行為等の未然防止を図っております。

(注）2008年３月16日付けでコンプライアンスグループは法務室に統合されました。

④役員報酬

　当社が当事業年度中に取締役に支払った報酬等の額は345百万円であります。また、監査役に支払った報酬等の額は

62百万円（うち社外監査役16百万円）であります。

⑤監査報酬

　当社は、当事業年度において、「公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬」としてあらた監査法人に

62百万円を支払っております。なお、本業務に基づく報酬以外の報酬はございません。

⑥責任限定契約の内容の概要

　当社と社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締

結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。なお、当該責任限定が

認められるのは、当該社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られ

ます。

（2）内部監査及び監査役監査

　当社の内部監査部は、業務執行部門とは独立した組織として設置し、６名の人員にて、当社と国内外のグループ各社

を対象とした内部統制の構築・運用等の監査を行っております。

　各監査役は、監査の方針および業務の分担に従い、取締役、内部監査部その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収

集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会および経営会議等の重要な会議へ出席して意見を述べ、取締役

等から業務の報告を聴取し、重要な決裁書類等を閲覧し、さらには、業務および財産の状況の調査等を行い、厳正な監

査を実施しております。

　また、当社は監査役を補佐するため３名の専従スタッフからなる監査役室を設けております。
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（3）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

　当社には社外取締役の資格要件を備えた取締役はおりますが、社外取締役として選任しておりません。社外監査役２

名と当社との間には、特別な利害関係はございません。

（4）会計監査の状況　

　会計監査につきましては、当社は、平成19年３月28日開催の第99回定時株主総会において、一時会計監査人のあらた

監査法人を会計監査人に選任し、監査契約を締結いたしました。あらた監査法人は会計監査人として独立の立場から

財務諸表等に対する意見を表明しております。また、同監査法人および当社監査に従事する同監査法人の業務執行社

員と当社との間には、特別な利害関係はありません。

　監査役および監査役会は、会計監査人から監査計画の概要、監査重点項目、監査結果等についての報告を受け、また意

見交換を行う等して、会計監査人と緊密な連携を図っております。当社の会計監査業務を執行する公認会計士の氏名

および所属する監査法人名等は以下のとおりであります。

　業務を執行する公認会計士の氏名　　　　　　　　所属する監査法人　　　　　継続監査年数

　　指定社員

　　業務執行社員　公認会計士　目黒高三　　　　　あらた監査法人　　　　　　　　－

　　指定社員

　　業務執行社員　公認会計士　田邊晴康　　　　　あらた監査法人　　　　　　　　－

　　(注）継続監査年数が７年以内のため、年数の記載を省略しております。 

　当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士３名、その他（会計士補、公認会計士試験合格者、システム監査担当

者）21名であります。

（5）取締役の定数

　当社の取締役は10名以内とする旨を定款に定めております。

（6）取締役の選解任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主の出

席を要する旨を定款に定めております。

（7）剰余金の配当等の決定機関

　当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、株主

総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨を定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取締役会の

権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

（8）自己の株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができる旨を定款

に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市場取引等により

自己の株式を取得することを目的とするものであります。
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当社のコーポレート・ガバナンスの状況

会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況

　平成19年７月に内部統制を組織的に推進していくために、ＣＳＲ推進部門内に独立していたコンプライアンスグ

ループを内部統制室に組み入れました。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　前連結会計年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連結

会計年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　第99期事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第100期

事業年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日ま

で）の連結財務諸表及び第99期事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）の財務諸表について、並

びに金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年１月１日から平成19年12月31

日まで）の連結財務諸表及び第100期事業年度（平成19年１月１日から平成19年12月31日まで）の財務諸表につい

て、あらた監査法人の監査を受けております。

１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  
前連結会計年度

（平成18年12月31日）
当連結会計年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   3,280   2,149  

２．受取手形及び売掛金 ※３  63,108   68,929  

３．有価証券   －   995  

４．たな卸資産   32,114   34,650  

５．繰延税金資産   7,383   7,119  

６．短期貸付金   31,551   25,729  

７．その他   6,468   7,837  

８．貸倒引当金   △18   △80  

流動資産合計   143,888 57.7  147,329 59.1

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産 ※２       

(1）建物及び構築物  86,954   88,201   

減価償却累計額  58,874 28,079  61,615 26,585  

(2）機械装置及び運搬具  144,062   145,850   

減価償却累計額  111,718 32,344  115,263 30,586  
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前連結会計年度

（平成18年12月31日）
当連結会計年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

(3）土地   17,775   17,768  

(4）建設仮勘定   2,559   2,490  

(5）その他  16,625   16,427   

減価償却累計額  14,328 2,296  13,746 2,680  

有形固定資産合計   83,055 33.3  80,110 32.1

２．無形固定資産   1,758 0.7  1,387 0.6

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※１  6,438   9,027  

(2）関係会社出資金   2,770   2,770  

(3）長期貸付金   31   34  

(4）繰延税金資産   11,098   8,196  

(5）その他   705   783  

(6）貸倒引当金   △256   △239  

投資その他の資産合計   20,787 8.3  20,573 8.2

固定資産合計   105,602 42.3  102,072 40.9

資産合計   249,491 100.0  249,401 100.0

        
 

EDINET提出書類

ボッシュ株式会社(E01473)

有価証券報告書

 38/107



  
前連結会計年度

（平成18年12月31日）
当連結会計年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形及び買掛金 ※３  38,164   39,818  

２．短期借入金 ※２  5,278   799  

３．未払法人税等   6,044   4,071  

４．製品保証引当金   6,403   4,272  

５．賞与引当金   3,343   3,509  

６．事業構造改革引当金   1,729   1,852  

７．環境対策引当金   821   493  

８．その他   15,571   17,799  

流動負債合計   77,357 31.0  72,617 29.1

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金 ※２  1,336   536  

２．製品保証引当金   5,766   4,748  

３．事業構造改革引当金   1,056   822  

４．環境対策引当金   1,309   610  

５．退職給付引当金   3,600   3,499  

６．退職慰労金引当金   148   151  

７．負ののれん   15   9  

８．その他   232   199  

固定負債合計   13,465 5.4  10,577 4.3

負債合計   90,823 36.4  83,194 33.4
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前連結会計年度

（平成18年12月31日）
当連結会計年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   36,800 14.7  36,800 14.7

２．資本剰余金   41,635 16.7  41,635 16.7

３．利益剰余金   77,752 31.2  92,051 36.9

４．自己株式   △284 △0.1  △7,326 △2.9

　　株主資本合計   155,903 62.5  163,160 65.4

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差
額金

  2,012 0.8  1,786 0.7

２．為替換算調整勘定   251 0.1  443 0.2

　　評価・換算差額等合計   2,263 0.9  2,229 0.9

Ⅲ　少数株主持分   500 0.2  816 0.3

純資産合計   158,667 63.6  166,206 66.6

負債純資産合計   249,491 100.0  249,401 100.0
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②【連結損益計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   338,875 100.0  343,406 100.0

Ⅱ　売上原価   276,791 81.7  281,968 82.1

売上総利益   62,084 18.3  61,438 17.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※１
※２

 29,452 8.7  32,852 9.6

営業利益   32,631 9.6  28,585 8.3

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  67   216   

２．受取配当金  95   108   

３．賃貸料  383   358   

４．持分法による投資利益  56   55   

５．その他  1,039 1,642 0.5 488 1,228 0.4

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  267   200   

２．貸与資産減価償却費  120   46   

３．為替差損  －   762   

４．その他  697 1,086 0.3 540 1,550 0.5

経常利益   33,187 9.8  28,263 8.2

Ⅵ　特別利益        

１．固定資産売却益 ※３ 2,904   57   

２．投資有価証券売却益  827   40   

３．貸倒引当金戻入益  104   －   

４．製品保証引当金戻入益  1,282   1,148   

５．事業構造改革引当金戻入
益

 1,521   －   

６．環境対策引当金戻入益  －   410   

７．事業譲渡益  160 6,800 2.0 － 1,656 0.5
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前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産処分損 ※４ 777   683   

２．減損損失 ※５ 1,852   －   

３．たな卸資産整理損失  1,193   －   

４．事業構造改革引当金繰入
額

※６ 160   35   

５．環境対策引当金繰入額  2,410   －   

６．退職金制度移行差異  44 6,436 1.9 － 718 0.2

税金等調整前当期純利益   33,550 9.9  29,201 8.5

法人税、住民税及び事業
税

 9,129   6,850   

法人税等調整額  2,880 12,010 3.5 3,285 10,136 3.0

少数株主利益   186 0.1  288 0.1

当期純利益   21,354 6.3  18,776 5.5
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

 

株主資本 評価・換算差額等

少数株
主持分

純資産
合計

資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

自己
株式

株主資
本
合計

その他
有価証
券評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・
換算差
額等合
計

平成17年12月31日　残高

（百万円）
36,800 41,634 60,907 △226 139,115 1,868 △48 1,819 285 141,221

連結会計年度中の変動額           

剰余金の配当　（注）１   △4,478  △4,478     △4,478

役員賞与　（注）２   △30  △30     △30

当期純利益   21,354  21,354     21,354

自己株式の取得    △59 △59     △59

自己株式の処分  0  1 2     2

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額（純

額）

     143 299 443 214 658

連結会計年度中の変動額合計

　　　　　 　（百万円）
－ 0 16,845 △57 16,788 143 299 443 214 17,446

平成18年12月31日　残高

（百万円）
36,800 41,635 77,752 △284 155,903 2,012 251 2,263 500 158,667

 （注）１．このうち、利益処分による利益配当が2,239百万円含まれております。

２．平成18年３月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当連結会計年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

 

株主資本 評価・換算差額等

少数株
主持分

純資産
合計

資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

自己
株式

株主資
本
合計

その他
有価証
券評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・
換算差
額等合
計

平成18年12月31日　残高

（百万円）
36,800 41,635 77,752 △284 155,903 2,012 251 2,263 500 158,667

連結会計年度中の変動額           

剰余金の配当   △4,477  △4,477     △4,477

当期純利益   18,776  18,776     18,776

自己株式の取得    △7,043 △7,043     △7,043

自己株式の処分  0  0 1     1

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額（純

額）

     △225 191 △33 316 282

連結会計年度中の変動額合計

　　　　　 　（百万円）
－ 0 14,298 △7,042 7,256 △225 191 △33 316 7,539

平成19年12月31日　残高

（百万円）
36,800 41,635 92,051 △7,326 163,160 1,786 443 2,229 816 166,206
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  33,550 29,201

減価償却費  12,889 10,914

減損損失  1,852 －

固定資産売却益  △2,904 △57

投資有価証券売却益  △827 △40

固定資産処分損  777 683

受取利息及び受取配当金  △163 △325

持分法による投資利益  △56 △55

製品保証引当金の減少額  △3,714 △3,149

事業構造改革引当金の減少額  △4,385 △110

環境対策引当金の増加額（△減少額）  2,131 △1,028

退職給付引当金の増加額（△減少額）  257 △101

支払利息  267 200

売上債権の減少額（△増加額）  963 △5,571

たな卸資産の減少額（△増加額）  224 △2,310

仕入債務の増加額（△減少額）  △3,205 1,600

流動資産その他の増加額  △268 △1,276

流動負債その他の増加額  328 2,010

その他  △264 △1,032

小計  37,452 29,552

利息及び配当金の受取額  209 349

利息の支払額  △303 △200

法人税等の支払額  △8,850 △8,823

営業活動によるキャッシュ・フロー  28,508 20,877
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前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金及び有価証券の純増加額  △2 △997

有形固定資産の取得による支出  △10,608 △6,638

有形固定資産の売却による収入  2,177 403

無形固定資産の取得による支出  △815 △549

投資有価証券の取得による支出  △204 △3,004

投資有価証券の売却による収入  1,127 3

関係会社株式の売却による収入  － 50

貸付による支出  △4,012 △127

貸付金の回収による収入  18 5,947

その他  24 △86

投資活動によるキャッシュ・フロー  △12,295 △5,000

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増加額（△純減少額）  3,007 △4,399

長期借入金の返済による支出  △12,550 △1,288

配当金の支払額  △4,469 △4,471

自己株式の取得による支出  － △7,043

その他  △57 1

財務活動によるキャッシュ・フロー  △14,070 △17,201

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  31 187

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額（△減少額）  2,175 △1,136

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  1,084 3,259

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 3,259 2,123
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(1）連結の範囲に関する事項 (1）連結の範囲に関する事項

連結子会社　　　　　　　　　　11社 連結子会社　　　　　　　　　　 ９社

　主要な連結子会社名は、「第１　企業の概況４．

関係会社の状況」に記載しているため、省略しま

した。

　連結の範囲の変更については以下のとおりであ

ります。

　主要な連結子会社名は、「第１　企業の概況４．

関係会社の状況」に記載しているため、省略しま

した。

　連結の範囲の変更については以下のとおりであ

ります。

連結の範囲の増加　　無 連結の範囲の増加　　無

連結の範囲の減少　　無 連結の範囲の減少　　２社

　前連結会計年度まで連結子会社であった㈱味彩

及び㈱ボッシュビジネスサービスジャパンは、平

成19年３月に清算結了いたしましたので、連結子

会社から除外いたしました。

非連結子会社

非連結子会社の名称等

　ボッシュエンジニアリングサービス㈱

非連結子会社

非連結子会社の名称等

　同　　左

非連結子会社を連結の範囲から除いた理由

　非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、

売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであ

ります。

非連結子会社を連結の範囲から除いた理由

　同　　左　

(2）持分法の適用に関する事項

持分法適用会社

(2）持分法の適用に関する事項

持分法適用会社

関連会社　　　　　　　　　　　２社 関連会社　　　　　　　　　　　２社

名称

㈱斗源精工、クノールブレムゼ商用車システム

ジャパン㈱

　持分法適用の範囲の変更については以下のとお

りであります。

名称

同　　左

 

　持分法適用の範囲の変更については以下のとお

りであります。

持分法適用の範囲の増加　　無 持分法適用の範囲の増加　　無

持分法適用の範囲の減少　　無 持分法適用の範囲の減少　　無

持分法非適用会社

　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社

の名称

ボッシュエンジニアリングサービス㈱、㈱太田

鉄工所、㈱徳田練磨工作所、博世汽車柴油系統

股?有限公司

持分法非適用会社

　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社

の名称

ボッシュエンジニアリングサービス㈱、㈱太田

鉄工所、博世汽車柴油系統股?有限公司

持分法を適用しない理由

　持分法非適用会社は、それぞれ連結純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないので、持分法適用範囲

から除外しております。

持分法を適用しない理由

同　　左

(3）連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決

算日と一致しております。

(3）連結子会社の事業年度等に関する事項

同　　左
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前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(4）会計処理基準に関する事項

(イ）重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券…　  ──────

 

 

 その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売

却原価は主として移動平均法

により算定）を採用しており

ます。

(4）会計処理基準に関する事項

(イ）重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券… 満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）を採用し

ております。

 その他有価証券

時価のあるもの

同　　左

時価のないもの

　主として移動平均法による

原価法を採用しております。

時価のないもの

同　　左

 

デリバティブ…時価法を採用しております。

たな卸資産…主として総平均法による原価法に

よっております。

デリバティブ…　  ──────

たな卸資産…　同　　左

(ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産… ① 　主として定率法を採用し

ております。

　なお、提出会社及び国内連

結子会社は、取得価額が10

万円以上20万円未満の減価

償却資産については、取得

時に全額費用処理する方法

を採用しております。

(ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産… ① 　主として定率法を採用し

ております。

　なお、提出会社及び国内連

結子会社は、取得価額が10

万円以上20万円未満の減価

償却資産については、取得

時に全額費用処理する方法

を採用しております。

（会計方針の変更）

　法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正

する法律　平成19年３月30日　法律第６号）及び

（法人税法施行令の一部を改正する政令　平成

19年３月30日　政令第83号））に伴い、平成19年

４月１日以降に取得したものについては、改正

後の法人税法に基づく方法に変更しておりま

す。

　これにより営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益はそれぞれ109百万円減少してお

ります。

② 　主な耐用年数は以下の通

りであります。

 ② 　主な耐用年数は以下の通

りであります。

建物及び構築物

３年～５０年

機械装置及び運搬具

４年～１２年

 同　　左

無形固定資産…　主として、定額法を採用してお

ります。

無形固定資産…　同　　左
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前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(ハ）重要な引当金の計上基準 (ハ）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金…　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

貸倒引当金…　同　　左

製品保証引当金…　製品のクレーム費用の支出

に備えるため、過去の実績を

基礎に将来の見込を加味し

て、翌期以降保証期間内の費

用見積額を計上しておりま

す。

製品保証引当金…　同　　左

賞与引当金…　提出会社及び国内連結子会社は、

従業員の賞与の支給に備えるた

め、将来の支給見込額のうち当期

の負担額を計上しております。

賞与引当金…　同　　左

事業構造改革引当金…　事業構造改革の実施に

伴い負担することが見込

まれる損失に備えるた

め、合理的に見積られる

金額を計上しておりま

す。

事業構造改革引当金…　同　　左

環境対策引当金…　東松山第二工場における土

壌および地下水の汚染の浄化

に係る費用について、合理的

に見積もられる金額を計上し

ております。

環境対策引当金…　同　　左
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前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

退職給付引当金…　従業員及び執行役員の退職

金の支給に備えるため設定し

ております。

　従業員部分については、従業

員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、計上しており

ます。

　過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（主として

10年）による定額法により費

用処理しております。

　数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（主と

して10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処

理することとしております。

　また、執行役員部分について

は、執行役員の退職慰労金の

支給に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上して

おります。 

退職給付引当金…　同　　左

　

 

 

 

退職慰労金引当金…　役員の退職慰労金の支給

に備えるため、提出会社及

び国内連結子会社は内規に

基づく期末要支給額を計上

しております。

退職慰労金引当金…　同　　左

(ニ）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。

(ニ）重要なリース取引の処理方法

同　　左

(ホ）重要なヘッジ会計の方法

　　 ① ヘッジ会計の方法

　提出会社及び一部の連結子会社は、繰延ヘッジ

処理を採用しております。なお、為替予約につい

ては、振当処理の要件を満たしている場合は振

当処理を採用しております。

(ホ）　　　　　   ──────

　　 

 

　　 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

　為替予約

　

 

 

ヘッジ対象

外貨建売掛金、外貨建買掛金
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前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

　　 ③ ヘッジ方針

　当社グループは、為替及び金利変動リスクの減

殺及びキャッシュ・フローの固定化を目的と

し、デリバティブ取引の執行と管理に関する権

限・責任・実行方法等を定めた内規に基づいて

運用しております。

　　 

 

　　 ④ ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象の時価変動額比率又

はキャッシュ・フロー総額変動額比率によって

有効性を評価し、６ヶ月毎に有効性の検証を実

施しております。

　　

 

(ヘ）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理方法…税抜方式により行っ

ております。

(ヘ）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理方法…　同　　左

(5）連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価については、全

面時価評価法を採用しております。

(5）連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同　　左

(6）のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　のれん及び負ののれんの償却については、５年間

の均等償却を行っております。

(6）のれん及び負ののれんの償却に関する事項

同　　左

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっております。

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同　　左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号　平成15年10月31日）を適用しておりま

す。これにより税金等調整前当期純利益は1,852百万円減少

しております。

　なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸表

規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。

──────

 

 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平

成17年12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は158,167百万円で

あります。

　なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度に

おける連結貸借対照表の純資産の部については、改正後の

連結財務諸表規則により作成しております。

──────

　

 

  

（役員賞与に関する会計基準）

　当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用してお

ります。

　なお、この変更に伴う損益に与える影響は軽微でありま

す。

──────

　

　

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

 （連結貸借対照表）

　 　前連結会計年度において「連結調整勘定」として掲記

されていたものは、当連結会計年度より「負ののれん」

と表示しております。

──────

 

──────

　

 （連結損益計算書）

 　　前連結会計年度において、営業外費用の「その他」に含

めておりました「為替差損」（前連結会計年度69百万

円）は営業外費用の総額の100分の10を超えたため、当

連結会計年度より区分掲記しております。

 （連結キャッシュ・フロー計算書）

　 　前連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めておりました「流動資産そ

の他の増加額」（前連結会計年度△179百万円）は重要

性が増しましたので、当連結会計年度より区分掲記して

おります。

 （連結キャッシュ・フロー計算書）

　 　前連結会計年度において、財務活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めておりました「自己株式の

取得による支出」（前連結会計年度△59百万円）は重

要性が増しましたので、当連結会計年度より区分掲記し

ております。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成18年12月31日）

当連結会計年度
（平成19年12月31日）

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。

投資有価証券（株式） 1,628百万円 投資有価証券（株式） 1,561百万円

※２．担保資産及び担保付債務 ※２．担保資産及び担保付債務

(1）建物 439百万円

機械及び装置 69百万円

工具器具備品 74百万円

は工場財団抵当として   

短期借入金 27百万円

長期借入金 26百万円

の担保に供しております。   

(1）建物 409百万円

機械及び装置 55百万円

土地 74百万円

は工場財団抵当として   

短期借入金 26百万円

長期借入金 －百万円

の担保に供しております。   

(2）建物及び構築物 4,788百万円

土地 923百万円

は   

短期借入金 300百万円

長期借入金 762百万円

の担保に供しております。   

(2）建物及び構築物 4,476百万円

土地 923百万円

は   

短期借入金 294百万円

長期借入金 468百万円

の担保に供しております。   

　(3）長期借入金71百万円及び短期借入金79百万円の合

計151百万円は、未特定物件担保留保条項が付され

ています。

　(3）長期借入金62百万円及び短期借入金9百万円の合

計71百万円は、物件担保留保条項が付されていま

す。

※３．連結会計年度末日満期手形の処理

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

当連結会計年度の末日が金融機関の休日でしたが、満

期日に決済が行われたものとして処理しております。

　連結会計年度末日満期手形の金額は次のとおりであ

ります。

受取手形 410百万円

支払手形 128百万円

※３．連結会計年度末日満期手形の処理

同　　左

 

 

 

　連結会計年度末日満期手形の金額は次のとおりであ

ります。

受取手形 482百万円

支払手形 157百万円

　４．偶発債務 　４．偶発債務

　従業員住宅資金借入金につき債務保証を行っており

ます。

　従業員住宅資金借入金につき債務保証を行っており

ます。

従業員住宅資金借入金 851百万円 従業員住宅資金借入金 771百万円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費 ※１．販売費及び一般管理費

　このうち、主要な費目及び金額は次のとおりであり

ます。

　このうち、主要な費目及び金額は次のとおりであり

ます。

従業員給料手当 9,399百万円

賞与引当金繰入額 826百万円

業務委託料 2,900百万円

運送費 3,032百万円

退職給付費用 233百万円

退職慰労金引当金繰入額 33百万円

従業員給料手当 10,696百万円

賞与引当金繰入額 705百万円

業務委託料 3,888百万円

運送費 3,268百万円

退職給付費用 46百万円

退職慰労金引当金繰入額 35百万円

※２．一般管理費に含まれる研究

開発費
2,989百万円

※２．一般管理費に含まれる研究

開発費
3,910百万円

※３．固定資産売却益の内容は以下のとおりであります。

土地 2,894百万円

機械装置及び運搬具等 10百万円

　計 2,904百万円

※３．固定資産売却益の内容は以下のとおりであります。

土地 39百万円

機械装置及び運搬具等 17百万円

　計 57百万円

※４．固定資産処分損の内容は以下のとおりであります。

(1) 売却損

機械装置及び運搬具 7百万円

土地 0百万円

その他 6百万円

　計 14百万円

(2) 除却損

建物及び構築物 78百万円

機械装置及び運搬具 626百万円

その他 58百万円

　計 762百万円

※４．固定資産処分損の内容は以下のとおりであります。

(1) 売却損

機械装置及び運搬具 158百万円

土地 1百万円

　計 159百万円

   

(2) 除却損

建物及び構築物 64百万円

機械装置及び運搬具 368百万円

その他 90百万円

　計 523百万円
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前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※５．減損損失

(1) 当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。

※５．　　　　　　　──────

 

場所 用途 種類

むさし工場

（埼玉県比企郡）

アクチュエーショ

ン製品製造設備等
建物、機械装置等

東松山第二工場等

（埼玉県東松山市）

アクチュエーショ

ン製品製造設備等
機械装置等

岡崎工場

（愛知県岡崎市）

アクチュエーショ

ン製品製造設備等
建物、機械装置等

広島工場

（広島県安芸郡）

アクチュエーショ

ン製品製造設備等
建物、機械装置等

関東精圧工業㈱

（埼玉県本庄市）

アクチュエーショ

ン製品製造設備等

土地及び建物、機

械装置等

㈱テクノス

（長野県佐久市）

アクチュエーショ

ン製品製造設備等
機械装置等

 

(2) 減損損失の認識に至った経緯

　乗用車用ブレーキシステム関連事業の内、アクチュ

エーション部門は、継続的に営業損失を計上してお

り、かつ将来キャッシュ・フローの見積り総額が資産

グループの帳簿価額を下回るため、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（1,852百

万円）として特別損失に計上しました。その内訳は、

土地22百万円、建物640百万円、機械装置649百万円、

リース資産110百万円及びその他431百万円でありま

す。

(3) 資産のグルーピングの方法

　当社グループは管理会計上の区分を考慮して資産グ

ループを決定しております。

(4) 回収可能価額の算定方法

　回収可能価額は正味売却価額によって測定してお

り、主要な建物及び土地については不動産鑑定士によ

る鑑定評価額等、その他の資産については固定資産税

評価額に基づき評価しております。

 

 

 

 

 

 

※６．事業構造改革引当金繰入額は、経営資源の効率化を

目的とした事業構造改革の実施に伴い発生する損失

であり、その内容は以下のとおりであります。

工場の移設・売却に伴う損失 160百万円

※６．　　　　　　　──────
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 448,461,242 － － 448,461,242

合計 448,461,242 － － 448,461,242

自己株式     

普通株式　（注） 560,770 99,977 3,938 656,809

合計 560,770 99,977 3,938 656,809

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加99,977株は、単元未満株式の買取請求による増加であり、減少3,938株は、単元
未満株式の売渡請求による減少であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年３月30日

定時株主総会
普通株式 2,239 5.00 平成17年12月31日 平成18年３月30日

平成18年８月10日

取締役会
普通株式 2,239 5.00 平成18年６月30日 平成18年９月11日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年２月９日

取締役会
普通株式 2,239 利益剰余金 5.00 平成18年12月31日 平成19年３月12日

当連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 448,461,242 － － 448,461,242

合計 448,461,242 － － 448,461,242

自己株式     

普通株式　（注） 656,809 12,325,813 1,833 12,980,789

合計 656,809 12,325,813 1,833 12,980,789

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加12,325,813株は、取締役会の決議に基づく市場買付による取得12,250,000株、及
び、単元未満株式の買取請求による取得75,813株であり、減少1,833株は、単元未満株式の売渡請求による減少であり
ます。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年２月９日

取締役会
普通株式 2,239 5.00 平成18年12月31日 平成19年３月12日
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決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年７月24日

取締役会
普通株式 2,238 5.00 平成19年６月30日 平成19年９月10日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年２月15日

取締役会
普通株式 2,177 利益剰余金 5.00 平成19年12月31日 平成20年３月10日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

（平成18年12月31日現在） （平成19年12月31日現在）

現金及び預金勘定 3,280百万円

うち、預入期間が３か月を超

える定期預金
△21百万円

現金及び現金同等物 3,259百万円

現金及び預金勘定 2,149百万円

うち、預入期間が３か月を超

える定期預金
△25百万円

現金及び現金同等物 2,123百万円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価
額相当
額

(百万円)

減価償
却累計
額相当
額

(百万円)

減損損
失累計
額相当
額

(百万円)

期末残
高相当
額

(百万円)

機械装置及び
運搬具

2,152 1,749 － 403

(有形固定資産)
その他

4,445 2,353 105 1,986

無形固定資産 32 23 0 9

合計 6,630 4,126 106 2,398

 

取得価
額相当
額

(百万円)

減価償
却累計
額相当
額

(百万円)

減損損
失累計
額相当
額

(百万円)

期末残
高相当
額

(百万円)

機械装置及び
運搬具

392 342 － 50

(有形固定資産)
その他

4,091 2,188 68 1,834

無形固定資産 91 48 0 42

合計 4,575 2,579 68 1,927

（注）　一部のリース取引に係る取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高（リース料総額から、利息相当

額を控除して取得価額相当額を算定しているリー

ス取引に係るものを除く）が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

（注）　　　　　　　同　　左

　(2）未経過リース料期末残高相当額等
未経過リース料期末残高相当額

　(2）未経過リース料期末残高相当額等
未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,312百万円

１年超 1,246百万円

合計 2,558百万円

リース資産減損勘定の残高 53百万円

１年内 1,075百万円

１年超 950百万円

合計 2,026百万円

リース資産減損勘定の残高 17百万円

（注）　一部のリース取引に係る未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残高（利息相当額を

控除して未経過リース料期末残高相当額を算定し

ているリース取引に係るものを除く）が、有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。

（注）　　　　　　　同　　左

　(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

　(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 1,950百万円

リース資産減損勘定の取崩額 56百万円

減価償却費相当額 1,870百万円

支払利息相当額 70百万円

減損損失 110百万円

支払リース料 1,466百万円

リース資産減損勘定の取崩額 36百万円

減価償却費相当額 1,405百万円

支払利息相当額 53百万円

　(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

　(4）減価償却費相当額の算定方法

　　　　　　　同　　左
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前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

　(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。

　(5）利息相当額の算定方法

　　　　　　　同　　左

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 16百万円

１年超 5百万円

合計 21百万円

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 7百万円

１年超 22百万円

合計 30百万円
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（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

 種類

前連結会計年度（平成18年12月31日） 当連結会計年度（平成19年12月31日）

連結貸借対照

表計上額

（百万円）

時価

（百万円）

差額

（百万円）

連結貸借対照

表計上額

（百万円）

時価

（百万円）

差額

（百万円）

時価が連結貸借対照表

計上額を超えるもの

(1）国債・地方債 － － － 3,995 4,010 15

(2）社債 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 － － － 3,995 4,010 15

時価が連結貸借対照表

計上額を超えないもの

(1）国債・地方債 － － － － － －

(2）社債 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 － － － － － －

合計 － － － 3,995 4,010 15

２．その他有価証券で時価のあるもの

 種類

前連結会計年度（平成18年12月31日） 当連結会計年度（平成19年12月31日）

取得原価
（百万円）

連結貸借対照
表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

取得原価
（百万円）

連結貸借対照
表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの

(1）株式 1,268 4,655 3,386 1,268 4,328 3,060

(2）債券       

①国債・地方債 － － － － － －

②社債 － － － － － －

③その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 1,268 4,655 3,386 1,268 4,328 3,060

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの

(1）株式 163 125 △38 165 108 △56

(2）債券       

①国債・地方債 － － － － － －

②社債 － － － － － －

③その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 163 125 △38 165 108 △56

合計 1,432 4,780 3,348 1,433 4,437 3,003

３．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

1,127 827 － 53 40 －

４．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額
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 前連結会計年度（平成18年12月31日） 当連結会計年度（平成19年12月31日）

 連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

　　その他有価証券   

非上場株式 29 29

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

　　前連結会計年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

　　　該当事項はありません。

 

　　当連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

１．債券     

(1）国債・地方債 1,000 3,000 － －

(2）社債 － － － －

(3）その他 － － － －

２．その他 － － － －

合計 1,000 3,000 － －
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(1）取引の内容・取引の利用目的

　提出会社及び一部の連結子会社は、外貨建資産・負債

に係る将来の為替レートの変動リスクを回避する目的

で、特定の外貨建資産（主に外貨建売掛金）・外貨建負

債（主に外貨建買掛金）を対象とした為替予約取引を

利用しております。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していない

ため、該当事項はありません。

 

　　ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約に

ついては、振当処理の要件を満たしている場合は振当

処理を採用しております。

　

 

ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　ヘッジ手段　為替予約

 

　　　

　　　ヘッジ対象　外貨建売掛金、外貨建買掛金 　　

ヘッジ方針

　為替及び金利変動リスクの減殺及びキャッシュ・フ

ローの固定化を目的とし、デリバティブ取引の執行と

管理に関する権限・責任・実行方法等を定めた内規

に基づいて運用しております。

 

 

ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象の時価変動額比率又は

キャッシュ・フロー総額変動比率によって有効性を

評価し、６ヶ月毎に有効性の検証を実施しておりま

す。

　　

 

(2) 取引に対する取組方針

　当社グループは、相場変動リスクに晒されている資産

・負債に対応した範囲内で、かつ、リスクを回避する目

的及び金融収支を改善する目的において、デリバティブ

取引を利用する方針をとっており、運用収益獲得のため

の投機目的でデリバティブ取引を利用することは行わ

ない方針であります。
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前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(3）取引に係るリスクの内容

　当社グループは、取引対象物の価格変動に対する該当

取引の時価の変動率が大きい特殊な取引（レバレッジ

を取り入れたデリバティブ取引）は利用しておりませ

ん。

　また、当社グループは信用度の高い金融機関のみを取

引相手としてデリバティブ取引を行っており、信用リス

クは殆どないと判断しております。

 

(4）取引に係るリスク管理体制

　提出会社のリスク管理は、経営上多額な損失を被るこ

とがないよう、相場変動リスクに晒されている資産・負

債に対してそのリスク回避のため効果的にデリバティ

ブ取引が利用されているか、また、取引限度枠を超えた

単独のデリバティブ取引が存在していないか、等に重点

を置いて行われております。

　日常におけるデリバティブ業務のチェックは経理部内

の相互牽制により行われており、また、デリバティブ取

引担当者のローテーション制度が確立されており、実際

に運用されております。

　毎月、取引担当者は、月末のデリバティブの状況（リス

ク・ヘッジの効果、ヘッジ目的のデリバティブ契約残高

及びヘッジ対象物の状況等）を担当役員まで報告し、承

認を得ております。

　また、一部の連結子会社でもデリバティブ取引を行っ

ておりますが、その実行及び管理は社内管理規定に従い

経理部が行っており、経理担当役員の決裁を得ておりま

す。

　　　　　　　　　

(5）取引の時価等に関する事項についての補足説明

　次の「取引の時価等に関する事項」における「契約金

額等」は、あくまでもデリバティブ取引における名目的

な契約額または計算上の想定元本であり、当該金額自体

がそのままデリバティブ取引に係る市場リスクまたは

信用リスクを表すものではありません。

　　　　　　　　

２．取引の時価等に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

　ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しており

ます。

　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用してい

ないため、該当事項はありません。　　　　　
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　提出会社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度としてキャッシュバランス制度、適格退職年金制度及び退職一

時金制度並びに確定拠出年金制度を設けております。また、従業員の退職に際して、退職給付会計に準拠した数理計

算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。

　当連結会計年度末現在、連結子会社全体で退職一時金制度については６社、適格退職年金制度については２社が有

しております。一部の国内連結子会社では、中小企業退職金共済制度を採用しております。提出会社及び連結子会社

２社につきましては、キャッシュバランス制度を採用しております。また、提出会社及び連結子会社２社においては

退職給付信託を設定しております。

 

２．退職給付債務及びその内訳

  
前連結会計年度

（平成18年12月31日）
当連結会計年度

（平成19年12月31日）  

 (1) 退職給付債務 （注）１（百万円） △28,892 △28,078  

 (2) 年金資産 （退職給付信託を含む）（百万円） 32,149 29,264  

 (3) 未積立退職給付債務 (1) ＋ (2)（百万円） 3,257 1,185  

 (4) 未認識数理計算上の差異（百万円） △4,743 △2,856  

 (5) 未認識過去勤務債務（百万円） △2,114 △1,748  

 
(6) 連結貸借対照表計上額純額

(3)＋(4)＋(5)（百万円）
△3,600 △3,418  

 (7) 前払年金費用（百万円） － 80  

 (8) 退職給付引当金 (6) －(7)（百万円） △3,600 △3,499  

前連結会計年度
（平成18年12月31日）

当連結会計年度
（平成19年12月31日）

（注）１．執行役員の退職慰労金期末要支給額137百万円

については「(1)退職給付債務」に含めて記載して

おります。

（注）１．執行役員の退職慰労金期末要支給額161百万円

については「(1)退職給付債務」に含めて記載して

おります。

２．一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあ

たり、簡便法を採用しております。

２．　　　　　　　同　　左

３．退職給付費用の内訳

 
前連結会計年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

退職給付費用（百万円） 2,224 1,350

(1）勤務費用 （注）１ （注）２（百万円） 1,433 1,260

(2）利息費用（百万円） 590 565

(3）期待運用収益（減算）（百万円） △481 △953

(4）過去勤務債務の費用処理額（百万円） △340 △342

(5）数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 14 △91

(6）確定拠出年金への掛金支払額（百万円） 914 911

(7）臨時の割増退職金 （百万円） 49 －

(8）確定拠出年金制度移行に伴う損失（百万円） 44 －
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前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

（注）１．執行役員の退職慰労金に係る退職給付引当金繰

入額37百万円については「(1) 勤務費用」に含め

て記載しております。

（注）１．執行役員の退職慰労金に係る退職給付引当金繰

入額31百万円については「(1) 勤務費用」に含め

て記載しております。

　　　２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用

は、「(1) 勤務費用」に計上しております。

　　　２．　　　　　　　同　　左

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前連結会計年度

（平成18年12月31日）
当連結会計年度

（平成19年12月31日）

(1）割引率 2.0% 　 2.0%

(2）期待運用収益率 2.0% 　 3.0%

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

(4）過去勤務債務の額の処理年数（注）１ 10年 　10年

(5）数理計算上の差異の処理年数（注）２ 10年 　10年

前連結会計年度
（平成18年12月31日）

当連結会計年度
（平成19年12月31日）

（注）１．発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

年数による定額法によっております。

（注）１．　　　　　　　同　　左

　　　２．発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年

数による定額法により、翌連結会計年度から費用

処理することとしております。

　　　２．　　　　　　　同　　左
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

該当事項はありません。

（税効果会計関係）

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産   

賞与引当金損金算入限度超過額 1,340百万円

退職給付引当金損金算入限度超

過額
1,450百万円

事業構造改革引当金否認 1,115百万円

製品保証引当金損金算入限度超

過額
4,873百万円

退職給付信託の年金資産 4,666百万円

減価償却超過額 1,418百万円

有形固定資産評価損否認 335百万円

未払事業税否認 476百万円

環境対策引当金損金算入限度超

過額
852百万円

減損損失否認 746百万円

開発費原価否認 698百万円

繰越欠損金 634百万円

その他 3,368百万円

繰延税金資産小計 21,977百万円

評価性引当額 △1,850百万円

繰延税金資産合計 20,127百万円
   

繰延税金負債   

退職給付信託設定益否認 △266百万円

その他有価証券評価差額金 △1,336百万円

その他 △42百万円

繰延税金負債合計 △1,645百万円

繰延税金資産の純額 18,482百万円

繰延税金資産   

賞与引当金損金算入限度超過額 1,406百万円

退職給付引当金損金算入限度超

過額
1,398百万円

事業構造改革引当金否認 1,070百万円

製品保証引当金損金算入限度超

過額
3,389百万円

退職給付信託の年金資産 2,504百万円

減価償却超過額 1,334百万円

有形固定資産評価損否認 325百万円

未払事業税否認 664百万円

環境対策引当金損金算入限度超

過額
441百万円

減損損失否認 649百万円

開発費原価否認 871百万円

繰越欠損金 211百万円

その他 3,943百万円

繰延税金資産小計 18,212百万円

評価性引当額 △1,658百万円

繰延税金資産合計 16,554百万円
   

繰延税金負債   

退職給付信託設定益否認 △4百万円

その他有価証券評価差額金 △1,216百万円

その他 △17百万円

繰延税金負債合計 △1,238百万円

繰延税金資産の純額 15,316百万円

平成18年12月31日現在の繰延税金資産の純額は連結

貸借対照表の以下の項目に含まれております。

平成19年12月31日現在の繰延税金資産の純額は連結

貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 7,383百万円

固定資産－繰延税金資産 11,098百万円

流動資産－繰延税金資産 7,119百万円

固定資産－繰延税金資産 8,196百万円
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前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異発生原因の主な内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異発生原因の主な内訳

法定実効税率 40.0％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目
0.3％

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目
△0.3％

住民税均等割等 0.1％

評価性引当額 △0.9％

試験研究費等税額控除額 △1.9％

海外連結子会社税率差異 △0.5％

海外連結子会社免除額 △1.2％

その他 0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.8％

法定実効税率 40.0％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目
0.2％

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目
△0.6％

住民税均等割等 0.1％

評価性引当額 1.2％

試験研究費等税額控除額 △2.2％

海外連結子会社税率差異 △0.8％

海外連結子会社免除額 △2.4％

その他 △0.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.7％
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）及び当連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成

19年12月31日）

　自動車部品事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの

資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略してお

ります。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）及び当連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成

19年12月31日）

　本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割

合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

【海外売上高】

前連結会計年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

  北米 欧州 アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円） 5,165 28,006 47,043 2,539 82,754

Ⅱ 連結売上高（百万円）  －  －  －  － 338,875

Ⅲ
海外売上高の連結売上高に占める割

合（％）
1.5 8.3 13.9 0.7 24.4

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

北米……米国、メキシコ

欧州……ドイツ、ハンガリー、チェコ、スペイン、ポーランド

アジア……韓国、中国、タイ、フィリピン、マレーシア

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

当連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

  北米 欧州 アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円） 4,283 31,974 48,901 2,533 87,692

Ⅱ 連結売上高（百万円）  －  －  － 　－ 343,406

Ⅲ
海外売上高の連結売上高に占める割

合（％）
1.2 9.3 14.2 0.7 25.5

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する国又は地域の主な内訳は次のとおりであります。

北米……米国、メキシコ

欧州……ドイツ、ハンガリー、チェコ、スペイン、フランス

アジア……韓国、中国、タイ、フィリピン、マレーシア

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

(1) 親会社及び法人主要株主等

属性 会社等の名称 住所
資本金又は
出資金

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容
取引の内
容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の兼

任等
事業上の
関係

親会社

ロバート

ボッシュ

ゲーエム

ベーハー

ドイツ

連邦共

和国

シュ

トゥッ

トガル

ト市

百万ＥＵＲ

1,200

車両及び

電気機器

等の設

計、製造

販売

(被所有)

直接　　 0%

間接　59.2%

[図１]参照

兼任１名

当社及び

連結子会

社の製品

等の販売

並びに同

社製品及

び部品の

購入

資金の貸

付
3,998

短期

貸付金
31,551

設備資金

の返済
10,000

短期

借入金
－

同社製品

及び部品

の購入

47,635

支払手

形及び

買掛金

4,289

当社製品

及び部品

の販売

13,048

受取手

形及び

売掛金

3,491

　（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　製品及び部品の購入については、毎期価格交渉の上決定しております。

［図１］

当連結会計年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

(1) 親会社及び法人主要株主等

属性 会社等の名称 住所
資本金又は
出資金

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合

関係内容
取引の内
容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）役員の兼

任等
事業上の
関係

親会社

ロバート

ボッシュ

ゲーエム

ベーハー

ドイツ

連邦共

和国

シュ

トゥッ

トガル

ト市

百万ＥＵＲ

1,200

車両及び

電気機器

等の設

計、製造

販売

(被所有)

直接　　 0%

間接　61.3%

[図１]参照

兼任１名

当社及び

連結子会

社の製品

等の販売

並びに同

社製品及

び部品の

購入

資金の回

収
5,933

短期

貸付金
25,617

設備資金

の返済
－

短期

借入金
－

同社製品

及び部品

の購入

47,107

支払手

形及び

買掛金

5,000

当社製品

及び部品

の販売

14,723

受取手

形及び

売掛金

4,611

　（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。
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２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　製品及び部品の購入については、毎期価格交渉の上決定しております。

［図１］
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額 353.21円

１株当たり当期純利益金額 47.68円

１株当たり純資産額 379.79円

１株当たり当期純利益金額 42.19円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　算定上の基礎

１．１株当たり純資産額

 
前連結会計年度末
（平成18年12月31日）

当連結会計年度末
（平成19年12月31日）

 連結貸借対照表の純資産の部の合計額

（百万円）
158,667 166,206

連結貸借対照表の純資産の部の合計額と１株

当たり純資産額の算定に用いられた普通株式

に係る連結会計年度末の純資産額との差額

（百万円）

500 816

（うち少数株主持分） (500) (816)

普通株式に係る純資産額（百万円） 158,167 165,390

普通株式の発行済株式数（株） 448,461,242 448,461,242

普通株式の自己株式数（株） 656,809 12,980,789

 １株当たり純資産額の算定に用いられた普通

株式の数（株）
447,804,433 435,480,453

２．１株当たり当期純利益金額

 
前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

当期純利益（百万円） 21,354 18,776

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 21,354 18,776

期中平均株式数（株） 447,860,093 445,082,285

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 3,990 － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 1,288 799 2.66 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 1,336 536 4.48
平成20年～平成

39年

その他の有利子負債 － － － －

計 6,614 1,336 － －

　（注）１．平均利率は、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりで

あります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 260 183 52 9

（２）【その他】

該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成18年12月31日）
当事業年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   601   602  

２．受取手形 ※４  1,712   2,234  

３．売掛金 ※２  58,757   63,550  

４．有価証券   －   995  

５．商品   6,604   7,948  

６．製品   6,285   8,523  

７．半製品   3,873   3,630  

８．原材料   9,819   10,700  

９．仕掛品   1,442   908  

10．貯蔵品   642   692  

11．前渡金 ※２  2,383   2,393  

12．前払費用   677   761  

13．繰延税金資産   7,288   6,798  

14．関係会社短期貸付金   35,209   28,639  

15. 立替金 ※２  2,488   3,601  

16．その他   621   650  

17．貸倒引当金   △17   △1,113  

流動資産合計   138,391 59.5  141,516 60.7

 

EDINET提出書類

ボッシュ株式会社(E01473)

有価証券報告書

 72/107



  
前事業年度

（平成18年12月31日）
当事業年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産 ※１       

(1) 建物  63,252   63,719   

減価償却累計額  43,562 19,690  45,093 18,626  

(2) 構築物  12,209   12,184   

減価償却累計額  9,309 2,899  9,522 2,662  

(3) 機械及び装置  127,608   128,980   

減価償却累計額  99,378 28,229  102,280 26,699  

(4) 車両運搬具  489   501   

減価償却累計額  357 132  377 124  

(5) 工具器具備品  15,537   15,002   

減価償却累計額  13,427 2,109  12,516 2,486  

(6) 土地   12,986   12,966  

(7) 建設仮勘定   2,329   2,389  

有形固定資産合計   68,377 29.4  65,956 28.3

２．無形固定資産        

(1) 施設利用権   25   21  

(2) 特許権等   602   669  

(3) ソフトウェア   601   340  

無形固定資産合計   1,228 0.5  1,031 0.4

３．投資その他の資産        

(1) 投資有価証券   4,806   7,951  

(2) 関係会社株式   6,074   5,490  

(3) 関係会社出資金   2,770   2,770  

(4) 従業員長期貸付金   26   34  

(5) 長期前払費用   0   0  

(6) 繰延税金資産   10,554   7,962  

(7) その他   687   688  

(8) 貸倒引当金   △256   △239  

投資その他の資産合計   24,664 10.6  24,659 10.6

固定資産合計   94,270 40.5  91,646 39.3

資産合計   232,661 100.0  233,163 100.0
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前事業年度

（平成18年12月31日）
当事業年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．支払手形   2,299   2,123  

２．買掛金 ※２  32,548   33,955  

３．関係会社短期借入金   975   1,516  

４．１年以内返済予定の長期
借入金

※１  1,261   773  

５．未払金 ※２  7,426   10,152  

６．未払費用 ※２  4,489   4,446  

７．未払法人税等   6,000   3,736  

８．未払消費税等   149   407  

９．預り金 ※２  745   993  

10. 製品保証引当金   6,392   3,720  

11．賞与引当金   2,992   3,203  

12．事業構造改革引当金   2,169   1,853  

13．環境対策引当金   821   493  

14．設備関係支払手形   185   207  

15．その他   37   16  

流動負債合計   68,495 29.4  67,601 29.0

Ⅱ　固定負債        

１．長期借入金 ※１  1,310   536  

２．製品保証引当金   5,766   4,748  

３．事業構造改革引当金   1,056   822  

４．環境対策引当金   1,309   610  

５．退職給付引当金   2,749   2,832  

６．退職慰労金引当金   138   140  

７．その他   198   182  

固定負債合計   12,529 5.4  9,873 4.2

負債合計   81,024 34.8  77,474 33.2

        
 

EDINET提出書類

ボッシュ株式会社(E01473)

有価証券報告書

 74/107



  
前事業年度

（平成18年12月31日）
当事業年度

（平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   36,800 15.8  36,800 15.8

２．資本剰余金        

(1）資本準備金  41,631   41,631   

(2）その他資本剰余金  3   3   

資本剰余金合計   41,635 17.9  41,635 17.9

３．利益剰余金        

(1）その他利益剰余金        

特別償却積立金  5   3   

別途積立金  50,000   64,000   

繰越利益剰余金  21,469   18,789   

利益剰余金合計   71,474 30.7  82,793 35.5

４．自己株式   △284 △0.1  △7,326 △3.1

株主資本合計   149,625 64.3  153,902 66.0

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差
額金

  2,012 0.9  1,786 0.8

評価・換算差額等合計   2,012 0.9  1,786 0.8

純資産合計   151,637 65.2  155,689 66.8

負債純資産合計   232,661 100.0  233,163 100.0

        

②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高        

１．製品売上高  250,451   245,003   

２．商品売上高  75,650 326,102 100.0 75,095 320,099 100.0

Ⅱ　売上原価        

１．期首商品たな卸高  7,178   6,604   

２．期首製品たな卸高  7,276   6,285   

３．当期商品仕入高 ※１ 68,879   65,912   

４．当期製品仕入高 ※１ －   2,461   

５．当期製品製造原価 ※１ 195,052   197,844   

合計  278,386   279,109   

６．期末商品たな卸高  6,604   7,948   
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前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

７．期末製品たな卸高  6,285   8,523   

８．加工外注製品支給高  24   31   

９．販売費その他へ振替高  291   870   

10．特許使用料  2,572 267,751 82.1 2,794 264,529 82.6

売上総利益   58,350 17.9  55,570 17.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※２
※３

 28,155 8.6  31,056 9.7

営業利益   30,194 9.3  24,513 7.7

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  84   233   

２．受取配当金  165   343   

３．賃貸料  377   362   

４．業務受託収入  75   62   

５．雑収入  637 1,339 0.4 345 1,347 0.4

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  120   70   

２．貸与資産減価償却費  169   91   

３．業務受託費用  82   66   

４．雑支出  511 884 0.3 278 507 0.2

経常利益   30,649 9.4  25,353 7.9
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前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益        

１．固定資産売却益 ※４ 2,902   41   

２．投資有価証券売却益  826   40   

３．貸倒引当金戻入益  103   －   

４．製品保証引当金戻入益  1,282   1,130   

５．事業構造改革引当金戻入
益

 1,521   －   

６．環境対策引当金戻入益  －   380   

７．事業譲渡益  160 6,796 2.1 － 1,592 0.5

Ⅶ　特別損失        

１．固定資産処分損 ※５ 693   378   

２．減損損失 ※６ 1,692   －   

３．たな卸資産整理損失  1,193   －   

４．関係会社株式評価損  41   80   

５．関係会社貸倒引当金繰入
　　　
　　額

 －   1,033   

６．事業構造改革引当金繰入
額

※７ 160   35   

７．環境対策引当金繰入額  2,410 6,190 1.9 － 1,526 0.5

税引前当期純利益   31,254 9.6  25,419 7.9

法人税、住民税及び事業
税

 8,947   6,420   

法人税等調整額  3,171 12,118 3.7 3,202 9,622 3.0

当期純利益   19,136 5.9  15,797 4.9
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製造原価明細書

  
前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

Ⅰ　材料費  121,905 62.5 125,963 63.8

Ⅱ　労務費  40,487 20.8 39,597 20.1

Ⅲ　経費 ※１ 32,457 16.7 31,749 16.1

当期総製造費用  194,850 100.0 197,310 100.0

期首仕掛品たな卸高  1,644  1,442  

合計  196,494  198,753  

期末仕掛品たな卸高  1,442  908  

当期製品製造原価  195,052  197,844  

（脚注）

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１．経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※１．経費の主な内訳は次のとおりであります。

 （百万円）

減価償却費 8,659

業務委託料 5,871

賃借料 2,045

製品保証引当金繰入額 557

 （百万円）

減価償却費 8,451

業務委託料 8,616

賃借料 1,799

  

※２．原価計算の方法

　当社は原価を要素別、部門別、製品別に計算し、製造原価計算においては総合原価計算を採用しております。その方法

は、材料費、労務費、経費とも予定をもって計算し、実際原価との差額は原価差額として調整しております。

EDINET提出書類

ボッシュ株式会社(E01473)

有価証券報告書

 78/107



③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）

 

株主資本 

資本金

資本剰余金 利益剰余金 

自己　　

株式

株主　　

資本

合計
資本

準備金

その他

資本

剰余金

資本

剰余金

合計

その他利益剰余金
利益

剰余金

合計

特別

償却

積立金

 別途

積立金

繰越

利益

剰余金

平成17年12月31日　残高

（百万円）
36,800 41,631 2 41,634 7 33,000 23,839 56,846 △226 135,055

事業年度中の変動額           

特別償却積立金の取崩し　

（注）１
    △1  1 －  －

特別償却積立金の取崩し     △1  1 －  －

別途積立金の積立て　

（注）１
     17,000 △17,000 －  －

剰余金の配当　（注）２       △4,478 △4,478  △4,478

役員賞与　（注）１       △30 △30  △30

当期純利益       19,136 19,136  19,136

自己株式の取得         △59 △59

自己株式の処分   0 0     1 2

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）
          

事業年度中の変動額合計

（百万円）
－ － 0 0 △2 17,000 △2,370 14,628 △58 14,570

平成18年12月31日　残高

（百万円）
36,800 41,631 3 41,635 5 50,000 21,469 71,474 △284 149,625

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成17年12月31日　残高

（百万円）
1,867 1,867 136,922

事業年度中の変動額    

特別償却積立金の取崩し　

（注）１
  －

特別償却積立金の取崩し   －

別途積立金の積立て　

（注）１
  －

剰余金の配当　（注）２   △4,478

役員賞与　（注）１   △30

当期純利益   19,136

自己株式の取得   △59

自己株式の処分   2

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）
144 144 144

事業年度中の変動額合計

（百万円）
144 144 14,715

平成18年12月31日　残高

（百万円）
2,012 2,012 151,637

 （注）１．平成18年３月の定時株主総会における利益処分項目であります。

２．このうち、利益処分による利益配当が2,239百万円含まれております。
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当事業年度（自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日）

 

株主資本 

資本金

資本剰余金 利益剰余金 

自己　　

株式

株主　　

資本

合計
資本

準備金

その他

資本

剰余金

資本

剰余金

合計

その他利益剰余金
利益

剰余金

合計

特別

償却

積立金

 別途

積立金

繰越

利益

剰余金

平成18年12月31日　残高

（百万円）
36,800 41,631 3 41,635 5 50,000 21,469 71,474 △284 149,625

事業年度中の変動額           

特別償却積立金の取崩し     △1  1 －  －

別途積立金の積立て　      14,000 △14,000 －  －

剰余金の配当       △4,477 △4,477  △4,477

当期純利益       15,797 15,797  15,797

自己株式の取得         △7,043 △7,043

自己株式の処分   0 0     0 1

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）
          

事業年度中の変動額合計

（百万円）
－ － 0 0 △1 14,000 △2,679 11,319 △7,042 4,276

平成19年12月31日　残高

（百万円）
36,800 41,631 3 41,635 3 64,000 18,789 82,793 △7,326 153,902

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成18年12月31日　残高

（百万円）
2,012 2,012 151,637

事業年度中の変動額    

特別償却積立金の取崩し   －

別途積立金の積立て　   －

剰余金の配当   △4,477

当期純利益   15,797

自己株式の取得   △7,043

自己株式の処分   1

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）
△225 △225 △225

事業年度中の変動額合計

（百万円）
△225 △225 4,051

平成19年12月31日　残高

（百万円）
1,786 1,786 155,689
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重要な会計方針

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 　　──────

 

(2) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採用しております。

(2) 子会社株式及び関連会社株式

同　　左

(3) その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)によっております。

(3) その他有価証券

時価のあるもの

同　　左

 

 

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しております。

時価のないもの

同　　左

 

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法

時価法を採用しております。

２． 　　──────

 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）商品・製品・半製品・仕掛品・原材料

          …総平均法による原価法によっております。

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）商品・製品・半製品・仕掛品・原材料

同　　左

(2）貯蔵品…移動平均法による原価法によっておりま

す。

(2）貯蔵品…　　　　同　　左

４．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

①　　減価償却の方法は、建物・構築物・機械及び装置

・車両運搬具・工具器具備品とも定率法によっ

ております。ただし、一部の建物については定額

法によっております。

４．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

同　　左

 

 

 

（会計方針の変更）

　法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する

法律　平成19年３月30日　法律第６号）及び（法人

税法施行令の一部を改正する政令　平成19年３月30

日　政令第83号））に伴い、平成19年４月１日以降

に取得したものについては、改正後の法人税法に基

づく方法に変更しております。

　これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純

利益はそれぞれ97百万円減少しております。 

②　主な耐用年数は以下の通りであります。

　　　建物　　　　　　3年～50年

　　　機械及び装置　　7年～10年

 ②　主な耐用年数は以下の通りであります。

同　　左
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前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(2）無形固定資産

　無形固定資産については、定額法を採用しており

ます。なおソフトウェア（自社利用）については社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。

(2）無形固定資産

同　　左

(3）少額減価償却資産

　取得価額が10万円以上20万円未満の減価償却資産

については、取得時に全額費用処理する方法を採用

しております。

(3）少額減価償却資産

同　　左

５．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

５．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同　　左

(2）製品保証引当金

　製品のクレーム費用の支出に備えるため、過去の

実績を基礎に将来の見込を加味して、翌期以降保証

期間内の費用見積額を計上しております。

(2）製品保証引当金

同　　左

(3）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見

込額のうち当期の負担額を計上しております。

(3）賞与引当金

同　　左

(4）事業構造改革引当金

　事業構造改革の実施に伴い負担することが見込ま

れる損失に備えるため、合理的に見積られる金額を

計上しております。

(4）事業構造改革引当金

同　　左

(5）環境対策引当金

　東松山第二工場における土壌および地下水の汚染

の浄化に係る費用について、合理的に見積もられる

金額を計上しております。

(5）環境対策引当金

同　　左

(6）退職給付引当金

　従業員及び執行役員の退職金の支給に備えるため

設定しております。

　従業員部分については、従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法

により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理することとしております。

　また、執行役員部分については、執行役員の退職慰

労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

(6）退職給付引当金

同　　左
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前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

(7）退職慰労金引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。

(7）退職慰労金引当金

同　　左

６．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

６．リース取引の処理方法

同　　左

７．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予

約については、振当処理の要件を満たしている場合

は振当処理を採用しております。

７．　 　　　　     ──────

 

　　　　

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

為替予約　　　　 

 

 

　　　　　　

ヘッジ対象

外貨建売掛金、外貨建買掛金

 

　　　　　

(3）ヘッジ方針

　為替変動リスクの減殺及びキャッシュ・フローの

固定化を目的とし、デリバティブ取引の執行と管理

に関する権限・責任・実行方法等を定めた内規に

基づいて運用しております。

 

　　　　　　

(4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象の時価変動額比率又は

キャッシュ・フロー総額変動額比率によって有効

性を評価し、６ヶ月毎に有効性の検証を実施してお

ります。

 

　　　

８．消費税等の会計処理方法

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。

８．消費税等の会計処理方法

同　　左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号　平成15年10月31日）を適用しております。

　これにより税引前当期純利益は1,692百万円減少しており

ます。

　なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規

則に基づき各資産の金額から直接控除しております。

──────

　

　

　

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は151,637百万円で

あります。

　なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における

貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表等

規則により作成しております。

──────

 

　

  

（役員賞与に関する会計基準）

　当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しておりま

す。

　なお、この変更に伴う損益に与える影響は軽微でありま

す。

──────
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成18年12月31日）

当事業年度
（平成19年12月31日）

※１．担保資産及び担保付債務   

(1) 建物 4,788百万円

土地 923百万円

は抵当権として   

長期借入金 762百万円

１年以内返済予定の

長期借入金
300百万円

の担保に供しております。   

※１．担保資産及び担保付債務   

(1) 建物 4,476百万円

土地 923百万円

は抵当権として   

長期借入金 468百万円

１年以内返済予定の

長期借入金
294百万円

の担保に供しております。   

(2）長期借入金71百万円及び１年以内返済予定の長

期借入金79百万円の合計151百万円は、未特定物

件担保留保条項が付されています。

(2）長期借入金62百万円及び１年以内返済予定の長

期借入金9百万円の合計71百万円は、物件担保留

保条項が付されています。

※２．関係会社に係る注記

　区分掲記された以外で各科目に含まれている関係会

社に対するものは、次のとおりであります。

※２．関係会社に係る注記

　区分掲記された以外で各科目に含まれている関係会

社に対するものは、次のとおりであります。

（資産の部）   

売掛金 5,014百万円

その他関係会社に対する資

産合計
2,915百万円

（負債の部）   

買掛金 6,655百万円

その他関係会社に対する負

債合計
2,358百万円

（資産の部）   

売掛金 6,578百万円

その他関係会社に対する資

産合計
2,266百万円

（負債の部）   

買掛金 6,999百万円

その他関係会社に対する負

債合計
3,844百万円

　３．偶発債務

　従業員住宅資金借入金につき債務保証を行っており

ます。

　３．偶発債務

　従業員住宅資金借入金につき債務保証を行っており

ます。

従業員住宅資金借入金 851百万円 従業員住宅資金借入金 771百万円

※４．期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、当事業年度

の末日は金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行

われたものとして処理しております。期末日満期手形

の金額は次のとおりであります。

※４．期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、当事業年度

の末日は金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行

われたものとして処理しております。期末日満期手形

の金額は次のとおりであります。

受取手形 363百万円 受取手形 427百万円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※１．関係会社との主な取引 ※１．関係会社との主な取引

原材料仕入高等 75,993百万円 原材料仕入高等 73,265百万円

※２．販売費及び一般管理費

　　このうち、主要な費目及び金額は次のとおりでありま

す。

※２．販売費及び一般管理費

　　このうち、主要な費目及び金額は次のとおりでありま

す。

梱包・運送費 3,141百万円

業務委託料 2,950百万円

従業員給料手当 9,095百万円

賞与引当金繰入額 674百万円

退職給付費用 210百万円

退職慰労金引当金繰入額 32百万円

法定福利費 1,295百万円

減価償却費 873百万円

梱包・運送費 3,322百万円

業務委託料 3,673百万円

従業員給料手当 10,093百万円

賞与引当金繰入額 679百万円

退職給付費用 21百万円

退職慰労金引当金繰入額 33百万円

法定福利費 1,311百万円

減価償却費 809百万円

販売費及び一般管理費のうち販売費の割合は約

62％であります。

販売費及び一般管理費のうち販売費の割合は約

49％であります。
※３．一般管理費に含まれている研究開発費用は、2,989
百万円であります。

※３．一般管理費に含まれている研究開発費用は、3,910
百万円であります。

※４．固定資産売却益の内容は以下のとおりであります。 ※４．固定資産売却益の内容は以下のとおりであります。

土地 2,894百万円

機械及び装置等 8百万円

　計 2,902百万円

土地 39百万円

機械及び装置等 2百万円

　計 41百万円

※５．固定資産処分損の内容は以下のとおりであります。

(1) 売却損

※５．固定資産処分損の内容は以下のとおりであります。

(1) 売却損

機械及び装置 5百万円

工具器具備品等 6百万円

　計 12百万円

(2) 除却損

建物 53百万円

構築物 4百万円

機械及び装置 564百万円

工具器具備品等 58百万円

　計 681百万円

機械及び装置 6百万円

工具器具備品等 1百万円

　計 8百万円

(2) 除却損

建物 17百万円

構築物 26百万円

機械及び装置 236百万円

工具器具備品等 89百万円

　計 370百万円
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前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

※６．減損損失

(1) 当事業年度において、当社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。

※６．　　　　　　　──────

 　

場所 用途 種類

むさし工場

（埼玉県比企郡）

アクチュエーショ

ン製品製造設備等
建物、機械装置等

東松山第二工場等

（埼玉県東松山市）

アクチュエーショ

ン製品製造設備等
機械装置等

岡崎工場

（愛知県岡崎市）

アクチュエーショ

ン製品製造設備等
建物、機械装置等

広島工場

（広島県安芸郡）

アクチュエーショ

ン製品製造設備等
建物、機械装置等

 

(2) 減損損失の認識に至った経緯

　乗用車用ブレーキシステム関連事業の内、アクチュエー

ション部門は、継続的に営業損失を計上しており、かつ将

来キャッシュ・フローの見積り総額が資産グループの帳

簿価額を下回るため、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（1,692百万円）として特別損

失に計上しました。その内訳は、建物592百万円、機械装置

562百万円、リース資産110百万円及びその他428百万円で

あります。

(3) 資産のグルーピングの方法

　当社は管理会計上の区分を考慮して資産グループを決

定しております。

(4) 回収可能価額の算定方法

　回収可能価額は正味売却価額によって測定しており、主

要な建物及び土地については不動産鑑定士による鑑定評

価額等、その他の資産については固定資産税評価額に基

づき評価しております。

 

　

 

 

 

 

※７．事業構造改革引当金繰入額は、経営資源の効率化を

目的とした事業構造改革の実施に伴い発生する損失

であり、その内容は以下のとおりであります。

工場の移設・売却に伴う損失 160百万円

※７．　　　　　　　──────
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）
当事業年度増加
株式数 （株）

当事業年度減少
株式数 （株）

当事業年度末株式数
（株）

普通株式　（注） 560,770 99,977 3,938 656,809

合計 560,770 99,977 3,938 656,809

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加99,977株は、単元未満株式の買取請求による増加であり、減少3,938株は、単元
未満株式の売渡請求による減少であります。

当事業年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）
当事業年度増加
株式数 （株）

当事業年度減少
株式数 （株）

当事業年度末株式数
（株）

普通株式　（注） 656,809 12,325,813 1,833 12,980,789

合計 656,809 12,325,813 1,833 12,980,789

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加12,325,813株は、取締役会の決議に基づく市場買付による取得12,250,000株、及
び、単元未満株式の買取請求による取得75,813株であり、減少1,833株は、単元未満株式の売渡請求による減少であり
ます。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価
額相当
額

(百万円)

減価償
却累計
額相当
額

(百万円)

減損損
失累計
額相当
額

(百万円)

期末残
高相当
額

(百万円)

機械及び装置 1,143 1,005 － 137

工具器具備品 4,661 2,429 105 2,126

ソフトウェア 23 20 0 3

合計 5,828 3,454 106 2,267

 

取得価
額相当
額

(百万円)

減価償
却累計
額相当
額

(百万円)

減損損
失累計
額相当
額

(百万円)

期末残
高相当
額

(百万円)

機械及び装置 85 68 － 17

工具器具備品 4,029 2,156 68 1,804

ソフトウェア 82 43 0 38

合計 4,197 2,268 68 1,860

（注）　一部のリース取引に係る取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高（リース料総額から、利息相当

額を控除して取得価額相当額を算定しているリー

ス取引に係るものを除く）が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

（注）　　　　　　 同　　左

(2）未経過リース料期末残高相当額等
未経過リース料期末残高相当額

(2）未経過リース料期末残高相当額等
未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,236百万円

１年超 1,191百万円

　合計 2,427百万円

リース資産減損勘定の残高 53百万円

１年内 1,036百万円

１年超 923百万円

　合計 1,959百万円

リース資産減損勘定の残高 17百万円

（注）　一部のリース取引に係る未経過リース料期末残高

相当額は未経過リース料期末残高（利息相当額を

控除して未経過リース料期末残高相当額を算定し

ているリース取引に係るものを除く）が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。

（注）　　　　　　　同　　左

　(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

　(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 1,814百万円

リース資産減損勘定の取崩額 56百万円

減価償却費相当額 1,735百万円

支払利息相当額 70百万円

減損損失 110百万円

支払リース料 1,388百万円

リース資産減損勘定の取崩額 36百万円

減価償却費相当額 1,326百万円

支払利息相当額 53百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっています。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同　　左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同　　左
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前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

２．オペレーティング・リース取引

　該当する取引はありません。

２．オペレーティング・リース取引

　　　未経過リース料 

 １年内 7百万円 

   １年超 22百万円 

   合計 30百万円 

（有価証券関係）

前事業年度（自平成18年１月１日　至平成18年12月31日）及び当事業年度（自平成19年１月１日　至平成19年12月31

日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

EDINET提出書類

ボッシュ株式会社(E01473)

有価証券報告書

 90/107



（税効果会計関係）

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産   

賞与引当金損金算入限度超過額 1,197百万円

退職給付引当金損金算入限度超

過額
1,100百万円

事業構造改革引当金否認 1,290百万円

製品保証引当金損金算入限度超

過額
4,865百万円

関係会社株式評価損否認 2,858百万円

退職給付信託の年金資産 4,611百万円

減価償却超過額 1,242百万円

有形固定資産評価損否認 317百万円

未払事業税否認 478百万円

環境対策引当金損金算入限度超

過額
852百万円

減損損失否認 680百万円

開発費原価否認 698百万円

その他 1,900百万円

繰延税金資産小計 22,095百万円

評価性引当額 △2,607百万円

繰延税金資産合計 19,487百万円
   

繰延税金負債   

退職給付信託設定益否認 △266百万円

その他有価証券評価差額金 △1,336百万円

その他 △42百万円

繰延税金負債合計 △1,645百万円

繰延税金資産・負債の純額 17,842百万円

繰延税金資産   

賞与引当金損金算入限度超過額 1,282百万円

退職給付引当金損金算入限度超

過額
1,133百万円

事業構造改革引当金否認 1,070百万円

製品保証引当金損金算入限度超

過額
3,389百万円

関係会社株式評価損否認 2,813百万円

退職給付信託の年金資産 2,471百万円

減価償却超過額 1,093百万円

有形固定資産評価損否認 317百万円

未払事業税否認 638百万円

環境対策引当金損金算入限度超

過額
441百万円

減損損失否認 649百万円

開発費原価否認 871百万円

その他 2,579百万円

繰延税金資産小計 18,752百万円

評価性引当額 △2,753百万円

繰延税金資産合計 15,998百万円
   

繰延税金負債   

退職給付信託設定益否認 △4百万円

その他有価証券評価差額金 △1,216百万円

その他 △17百万円

繰延税金負債合計 △1,238百万円

繰延税金資産の純額 14,760百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異発生原因の主な内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異発生原因の主な内訳

法定実効税率 40.0％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目
0.3％

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目
△0.2％

住民税均等割等 0.1％

評価性引当額 0.6％

試験研究費等税額控除額 △2.1％

その他 0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.8％

法定実効税率 40.0％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない

項目
0.3％

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目
△0.7％

住民税均等割等 0.2％

評価性引当額 0.7％

試験研究費等税額控除額 △2.5％

その他 △0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.9％
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

１株当たり純資産額 338.62円

１株当たり当期純利益金額 42.73円

１株当たり純資産額 357.51円

１株当たり当期純利益金額 35.49円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　算定上の基礎

１．１株当たり純資産額

 
前事業年度末

　（平成18年12月31日）
当事業年度末

　（平成19年12月31日）

 貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 151,637 155,689

貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当た

り純資産額の算定に用いられた普通株式に係

る事業年度末の純資産額との差額（百万円）

－ －

普通株式に係る純資産額（百万円） 151,637 155,689

普通株式の発行済株式数（株） 448,461,242 448,461,242

普通株式の自己株式数（株） 656,809 12,980,789

 １株当たり純資産額の算定に用いられた普通

株式の数（株）
447,804,433 435,480,453

２．１株当たり当期純利益金額

 
前事業年度

（自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日）

当事業年度
（自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日）

当期純利益（百万円） 19,136 15,797

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 19,136 15,797

期中平均株式数（株） 447,860,093 445,082,285

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

  銘柄 　株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券

その他有

価証券

日産自動車株式会社 1,841,855 2,265

日野自動車株式会社 1,798,353 1,307

野村ホールディングス株式会社 142,287 269

スズキ株式会社 87,000 293

株式会社クボタ 175,656 132

その他 618,147 197

計 4,663,298 4,466

【債券】

銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額
（百万円）

 有価証券

満期保有

目的の債

券

第423回割引短期国債 1,000 995

小計 1,000 995

 投資有価証

券

満期保有

目的の債

券

第258回利付国債 1,000 999

第259回利付国債 1,000 999

第260回利付国債 1,000 1,000

小計 3,000 2,999

計 4,000 3,995
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物 63,252 632 165 63,719 45,093 1,691 18,626

構築物 12,209 111 135 12,184 9,522 323 2,662

機械及び装置 127,608 4,495 3,122 128,980 102,280 5,726 26,699

車両運搬具 489 51 39 501 377 51 124

工具器具備品 15,537 1,431 1,965 15,002 12,516 967 2,486

土地 12,986 － 19 12,966 － － 12,966

建設仮勘定 2,329 3,748 3,688 2,389 － － 2,389

有形固定資産計 234,412 10,470 9,136 235,746 169,789 8,760 65,956

無形固定資産        

施設利用権 － － － 155 134 4 21

特許権等 － － － 2,657 1,987 206 669

ソフトウェア － － － 2,311 1,970 376 340

無形固定資産計 － － － 5,124 4,092 586 1,031

長期前払費用 － － － 0 － － 0

　（注）１．当期増加額の主な内訳は下記のとおりであります。

　　　　　機械及び装置　　　　アクチュエータ（ブレーキ部品）製造設備、建物　　2,132百万円

　　　　　　　　　　　　　　　コモンレール式燃料噴射装置製造設備　　　　　　　　569百万円

　　　　　　　　　　　　　　　コンベンショナル型燃料噴射装置製造設備　　　　　　636百万円

　　　　　　　　　　　　　　　燃料噴射装置研究開発設備　　　　　　　　　　　　　647百万円

　　　　　　　　　　　　　　　ＡＢＳ用コントロールユニット製造設備　　　　　　　436百万円

  　　　　建設仮勘定　　　　　アクチュエータ（ブレーキ部品）製造設備　　　　　1,162百万円

  　　　　　　　　　　　　　　コモンレール式燃料噴射装置製造設備　　　　　　　1,468百万円

  　　　　　　　　　　　　　　コントロールユニット製造設備　　　　　　　　　　  794百万円

　　　　２．当期減少額の主な内訳は下記のとおりであります。

　　　　　土地、建物　　　　　武蔵野社宅売却 　　  　　　　　 　　   　　　　　  25百万円

３．無形固定資産及び長期前払費用の金額が資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」

及び「当期減少額」の記載を省略しております。
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【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 274 1,101 17 6 1,352

製品保証引当金 12,158 215 2,282 1,622 8,469

賞与引当金 2,992 3,203 2,992 － 3,203

事業構造改革引当金 3,225 132 682 － 2,675

環境対策引当金 2,131 － 648 380 1,103

退職慰労金引当金 138 33 31 － 140

　（注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は以下のとおりであります。

　　　　　　洗替による戻入額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   6百万円

　２．製品保証引当金の「当期減少額（その他）」は以下のとおりであります。

 　　 洗替による戻入額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 491百万円

      製品保証費用の発生の見込み見直しによる戻入額　　　　　　　　　 1,130百万円

　３．環境対策引当金の「当期減少額（その他）」は以下のとおりであります。

　　　　　　環境対策費用の発生見込み見直しによる戻入額　　　　　　　　　　　 380百万円
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

(イ）現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 10

預金の種類  

当座預金 154

普通預金 438

小計 592

合計 602

(ロ）受取手形

ａ．相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

コマツカミンズエンジン㈱ 1,167

HUNDAI MOTOR COMPANY 225

㈱ヤナセオートパーツ 140

㈱井関松山製造所 91

丸北商事㈱ 88

その他 520

合計 2,234

ｂ．期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成20年１月 844

　 〃　 ２月 602

　 〃　 ３月 662

　 〃　 ４月 121

　 〃　 ５月 3

　 〃　 ６月以降 －

合計 2,234

(ハ）売掛金

ａ．相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

ジャトコ㈱ 6,068

日産自動車㈱ 4,473

三菱ふそうトラック・バス㈱ 4,448

ロバートボッシュゲーエムベーハー 4,611

スズキ㈱ 3,282

その他 40,665
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相手先 金額（百万円）

合計 63,550

ｂ．売掛金滞留状況

(A）
前期繰越高
（百万円）

(B）
当期発生高
（百万円）

(C）
当期回収高
（百万円）

(D）
次期繰越高
（百万円）

(E）
回収率
（％）

C
───
A＋B

×100
(F)
滞留状況
（月）

D
───
B / 12

         

58,757 331,954 327,161 63,550 83.7％  2.3

　（注）　上記金額には、消費税等を含んでおります。
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(ニ）たな卸資産

科目 種類
金額

（百万円）
 科目 種類

金額
（百万円）

商品

・ディーゼルエンジン

用燃料噴射システム

関連事業

40  

原材料

・ディーゼルエンジン

用燃料噴射システム

関連事業

3,538

・乗用車用ブレーキシ

ステム関連事業
1  

・乗用車用ブレーキシ

ステム関連事業
3,385

・自動車用エレクトロ

ニクスおよびパワー

トレイン関連事業

3,499  

・自動車用エレクトロ

ニクスおよびパワー

トレイン関連事業

899

・その他 4,408  ・その他 2,876

合計 7,948  合計 10,700

製品

・ディーゼルエンジン

用燃料噴射システム

関連事業

2,911  

仕掛品

・ディーゼルエンジン

用燃料噴射システム

関連事業

796

・乗用車用ブレーキシ

ステム関連事業
1,883  

・乗用車用ブレーキシ

ステム関連事業
29

・自動車用エレクトロ

ニクスおよびパワー

トレイン関連事業

979  

・自動車用エレクトロ

ニクスおよびパワー

トレイン関連事業

76

・その他 2,748  ・その他 6

合計 8,523  合計 908

半製品

・ディーゼルエンジン

用燃料噴射システム

関連事業

1,933  

貯蔵品

・ディーゼルエンジン

用燃料噴射システム

関連事業

651

・乗用車用ブレーキシ

ステム関連事業
1,574  

・乗用車用ブレーキシ

ステム関連事業
39

・自動車用エレクトロ

ニクスおよびパワー

トレイン関連事業

42  

・自動車用エレクトロ

ニクスおよびパワー

トレイン関連事業

0

・その他 79  ・その他 －

合計 3,630   合計 692

(ホ）関係会社短期貸付金

区分 金額（百万円）

ロバートボッシュゲーエムベーハー  25,617

㈱東京鋳造所 2,366

㈱エフエイニイガタ 387

ボッシュエンジニアリングサービス㈱ 109

㈱テクノス 75

その他 83

合計 28,639

②　流動負債

(イ）支払手形

ａ．相手先別内訳
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相手先 金額（百万円）

ＮＯＫ㈱ 246

㈱正木製作所 184

松下制御機器㈱ 168

伊藤忠丸紅鉄鋼㈱ 147

三昌商事㈱ 134

その他 1,242

合計 2,123

ｂ．期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成20年１月 471

〃　 ２月 503

〃　 ３月 478

〃　 ４月 482

〃　 ５月 187

合計 2,123

(ロ）設備関係支払手形

ａ．相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

パナソニックＦＳエンジニアリング㈱ 75

西部自動機器㈱ 31

三光合成㈱ 16

㈱トーエネック 11

アルメックスＰＥ㈱ 10

その他 61

合計 207

ｂ．期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成20年１月 5

〃　 ２月 19

〃　 ３月 71

〃　 ４月 111

〃　 ５月 －

合計 207

(ハ）買掛金
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相手先 金額（百万円）

みずほ信託銀行㈱ 12,506

ロバートボッシュゲーエムベーハー 4,957

ファンドールネストランスミシーベーヴェー 2,858

シャープ㈱ 1,041

日本インクジェクタ㈱ 618

その他 11,974

合計 33,955

　（注）　みずほ信託銀行㈱に対する買掛金残高は、当社の一部仕入先に対する支払業務を同社に委託しており、当該仕入

先が当社に対する売上債権を同社に債権譲渡した結果発生したものであります。

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から１２月３１日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 １２月３１日

株券の種類
１株券 10株券 50株券 100株券 500株券 1,000株券 10,000株券 100,000株券

1,000株券未満の単一株券

剰余金の配当の基準日
　６月３０日

１２月３１日

１単元の株式数 １，０００株

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

野村證券株式会社　全国本支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 １枚につき５０円の他印紙税相当額

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

野村證券株式会社　全国本支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

本会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、電子公告によることができない

事故その他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

なお、電子公告は当社のホームページに記載しており、そのアドレスは次のとお

りです。

　http://www.bosch.co.jp/jp/rbjp/

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】 

(1)親会社等の名称

ロバートボッシュゲーエムベーハー（Robert Bosch GmbH）

(2)所有者別状況、出資の状況、役員の状況

　当社の親会社等に係る所有者別状況、出資の状況、役員の状況の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しており

ます。

(3)貸借対照表、損益計算書、営業報告書及び附属明細書等

　当社の親会社等に係る貸借対照表、損益計算書、営業報告書及び附属明細書の記載に代え、ロバートボッシュゲー

エムベーハーの2006年度の貸借対照表、損益計算書及びアニュアルレポートを当報告書に添付しております。また、

会計監査人の監査報告書はアニュアルレポートのAudit Opinionに記載しております。

２【その他の参考情報】 

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第99期）（自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日）平成19年３月29日関東財務局長に提出。

(2）半期報告書

　（第100期中）（自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日）平成19年９月21日関東財務局長に提出。

(3）自己株券買付状況報告書

  （平成19年９月度）（自　平成19年９月１日　至　平成19年９月30日）平成19年10月11日関東財務局長に提出。

(4）臨時報告書

  平成19年10月29日関東財務局長に提出。

  企業内容等に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。

(5）自己株券買付状況報告書

  （平成19年10月度）（自　平成19年10月１日　至　平成19年10月31日）平成19年11月12日関東財務局長に提出。

(6）自己株券買付状況報告書 

  （平成19年11月度）（自　平成19年11月１日　至　平成19年11月30日）平成19年12月11日関東財務局長に提出。

(7）自己株券買付状況報告書

  （平成19年12月度）（自　平成19年12月１日　至　平成19年12月31日）平成20年１月11日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

 平成19年３月28日

ボッシュ株式会社  

 取締役会　御中    

 あらた監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 目黒　高三

 業務執行社員  公認会計士 田邊　晴康

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているボッシュ株

式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損

益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ボッシュ

株式会社及び連結子会社の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

追記情報

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度から固定資産の

減損に係る会計基準を適用している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

 平成20年３月26日

ボッシュ株式会社  

 取締役会　御中    

 あらた監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 目黒　高三

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 田邊　晴康

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

ボッシュ株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ボッシュ

株式会社及び連結子会社の平成19年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

 平成19年３月28日

ボッシュ株式会社  

 取締役会　御中    

 あらた監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 目黒　高三

 業務執行社員  公認会計士 田邊　晴康

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているボッシュ株

式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第99期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株

主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ボッシュ株式

会社の平成18年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

追記情報

　会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

 平成20年３月26日

ボッシュ株式会社  

 取締役会　御中    

 あらた監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 目黒　高三

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 田邊　晴康

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

ボッシュ株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第100期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ボッシュ株式

会社の平成19年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。
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